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令和２年第１回竹原市議会定例会議事日程 第３号

令和２年２月２６日（水） 午前１０時開議

会議に付した事件

日程第 １ 一般質問

（１）高重 洋介 議員

（２）今田 佳男 議員

（３）松本 進 議員
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令和２年２月２６日開議

（令和２年２月２６日）

職務のため議場に出席した者は，下記のとおりである

議会事務局長 住 田 昭 徳
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２ 今 田 佳 男 出 席

３ 竹 橋 和 彦 出 席

４ 山 元 経 穂 出 席

５ 高 重 洋 介 出 席

６ 堀 越 賢 二 出 席

７ 川 本 円 出 席

８ 井 上 美 津 子 出 席

９ 大 川 弘 雄 出 席

１０ 道 法 知 江 出 席

１１ 宮 原 忠 行 出 席

１２ 吉 田 基 出 席

１３ 宇 野 武 則 出 席

１４ 松 本 進 出 席
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説明のため議場に出席した者は，下記のとおりである

職 名 氏 名 出 欠

市 長 今 榮 敏 彦 出 席

副 市 長 田 所 一 三 出 席

教 育 長 高 田 英 弘 出 席

総 務 企 画 部 長 平 田 康 宏 出 席

地 域 振 興 部 長 桶 本 哲 也 出 席

市 民 生 活 部 長 宮 地 憲 二 出 席

福 祉 部 長 久 重 雅 昭 出 席

建 設 部 長 有 本 圭 司 出 席

教育委員会教育次長 中 川 隆 二 出 席

公 営 企 業 部 長 平 田 康 宏 出 席
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午前１０時００分 開議

議長（大川弘雄君） おはようございます。

ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので，これより本日

の会議を開きます。

お手元に議事日程表第３号を配付しております。この日程表のとおり会議を進めます。

――――――――――――――――――――――

日程第１

議長（大川弘雄君） 日程第１，一般質問を行います。

質問の順位は，お手元に配付の令和２年第１回竹原市議会定例会一般質問一覧表のとお

り決定いたしております。

順次質問を許します。

質問順位１番，高重洋介議員の登壇を許します。

５番（高重洋介君） おはようございます。

それでは，令和２年第１回竹原市議会定例会一般質問をさせていただきます。快政会高

重洋介でございます。第１回の定例会のトップバッターとして，皆さんに聞いていただけ

るよう質問展開をしていきますので，よろしくお願いいたします。

庁舎移転について。

庁舎，市民館及び福祉会館などの施設は，昭和４０年代に建てられて，既に５０年以上

が経過をしております。平成２２年度の耐震診断で強度不足の結果を受けて，平成２３年

に合同庁舎に庁舎移転する計画を市議会で説明されました。これまで広島県，商工会議

所，竹原市と，移転を前提に話し合いが行われてきましたが，現在は豪雨災害からの早期

復旧を最優先に取り組むとともに財政健全化を進めるため，事業の着手を見送っている状

態です。しかしながら，財政状況が厳しいからといって市民の安全・安心を先送りにする

のではなく，しっかりとした計画を立て，市民の皆様に説明責任を果たし，一つ一つ問題

を解決していくことが重要だと考えております。

そこで，お伺いをいたします。

多くの市民の方も庁舎移転に関心を持っておられます。大きな地震が来た時，防災拠点

として機能できるのか，市民の安全は守られるのか，建物が崩壊しないか，職員の命は守

られるのか。当初の計画から９年が過ぎ老朽化は進む一方です。移転に向けて早い段階で

の決断が必要と考えますが，市長の御所見をお伺いいたします。



- 71 -

２つ目に，５０年前に比べ高度情報化が進む現在，ＯＡ機器の増加に伴い電力容量不足

や劣化，複雑化する電気配線などに負担がかかり，火災などの危険性が考えられますが，

どのような対処をしているのかお伺いをいたします。

（仮称）まちおこしセンター整備事業が白紙になり現在，福祉会館は廃止となっており

ますが，今後の解体予定や跡地利用などをお伺いいたします。

福祉会館の敷地内には池田勇人元総理大臣の銅像がございます。今後，移転などの予定

があるのか，また今後，どのようにお考えかお伺いをいたします。

竹原市民館は，特にホールの耐震性が不足をしていると聞いております。庁舎に比べ毎

日の利用ではございませんが，イベント時に地震が起きれば多くの人が被災します。今後

の利用などについて，どのようなお考えでしょうか，お伺いをいたします。

合同庁舎への移転ではなく，例えば他の移転先として，商店街の空き店舗や町並み保存

地区，廃校になった小学校や公共施設など分散型の庁舎移転であれば公共施設の再利用も

でき，費用も抑えられると考えますが，お考えをお聞きいたします。

続いて，大きな２つ目の項目，財政健全化について。

昨年１２月全員協議会で，事務事業の廃止または見直しほか，学校施設など公共施設の

大規模修繕について当面の実施見送りを検討するとの説明がございました。その中で，廃

止予定の吉名出張所，荘野出張所についてお伺いをいたします。

今後ますます高齢化が進み，免許を返納される方も増える中，出張所の廃止は市民サー

ビスの低下につながり，地元の高齢者に不安を与えると考えますが，どのような理由で廃

止にするのかお伺いをいたします。

人口減少が進む中，今年に入り，本市の人口が２万５，０００人を切ったという報道も

ございました。今年５月には国勢調査がありますが，人口減になれば交付税が減額され，

竹原市の財政は一段と厳しくなります。そんな中，本市の正規職員で他市に居住している

方も少なくないと聞いております。人口減少に歯止めがかからない状況で，財政難を理由

に市民の皆様に不便を強いる中，まず人口減を食いとめる施策として，本来竹原市の職員

は竹原市に居住すべきであり，今後その規定を定める必要があるのではないでしょうか。

これは，災害時の緊急対応においても大変重要なことであり，市民の安全・安心を守るた

めには一人でも多くの職員が必要となります。

そこで，お伺いをいたします。

現在，市外から通勤される正規職員の人数と住民税の金額をお聞きいたします。また，
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職員採用試験の際には市内に居住することと書かれてありますが，仮に市内に居住しない

場合はどのような対応をされているのかお伺いいたします。

２つ目に，福山市には職員服務規程として次の規程があります。

（市内居住）第１９条，「職員は，市内に居住することを要する。ただし，特に市長の

許可を得た者はこの限りではない」とあります。

その他，全国の多数の自治体が同様の服務規程を定めています。是非竹原でも検討すべ

きではないかと考えますが，市長の御所見をお伺いいたします。

議長（大川弘雄君） 順次答弁願います。

市長。

市長（今榮敏彦君） 高重議員の質問にお答えをいたします。

まず，１点目の庁舎移転についての御質問でございます。

庁舎移転をはじめとした公共施設ゾーン整備につきましては，豪雨災害の発生以後，そ

の着手を見送っているところでありますが，重要な政策課題であると認識しております。

しかしながら，財政状況が悪化している中で，まずは災害からの早期復旧と財政健全化を

優先して取り組んでいるところであります。

現庁舎につきましては，建築から５０年以上が経過し，耐震性能の不足とともに空調や

給排水機能にも不調を来していることも踏まえ，庁舎移転に向け実現可能なビジョンを早

期にお示ししたいと考えております。なお，移転までの間，仮に大地震が発生した場合に

は，地域防災計画に基づき，竹原消防署を災害対応の拠点とするほか，その他の業務につ

いても保健センターや分庁舎，学校など耐震性能を有する公共施設を拠点として業務の継

続性を確保することとしております。電気設備関係につきましては，法令上必要な点検を

実施し，適正な状態を確保しているところであります。

旧竹原福祉会館につきましては，現時点では跡地活用や解体の時期は定まっておりませ

んが，公共施設ゾーン整備の中で，引き続き跡地活用の方向性を検討してまいります。ま

た，池田勇人元内閣総理大臣の銅像につきましても，郷土の偉人として永く後世に語り継

いでいくため，公共施設ゾーン中心部などへの移転についてあわせて検討してまいりま

す。

竹原市民館につきましては，大ホールの耐震性能が不足しておりますが，利用者の利便

性確保の観点から使用を継続しております。気象庁によると，これまでの傾向から，大地

震が発生する前には震度５から６程度の前震が発生することが多いことから，その際には
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建物の状況を調査し，建物に損傷がある場合は，その後の使用停止も想定しております。

こうした場合においては，他の公共施設や民間施設などの利用により対応してまいりたい

と考えております。

分散型の庁舎移転につきましては，遊休資産の活用や整備費用の低減などのメリットが

ある一方で，利用者の利便性や事務の効率化の面でのデメリットも考えられます。行政サ

ービスの拠点としては利用者の利便性の確保を最優先とすべきであり，一定には同一建物

や近接した建物に機能集約することが望ましいと考えておりますが，引き続き様々な観点

での検討を進めてまいります。

次に，２点目の財政健全化についての御質問でございます。

財政健全化計画につきましては，昨年１月に策定以降，人件費や事務事業の見直しを行

うなど，弾力的かつ収支が均衡した持続可能な財政構造の確立に向けた取組を進めている

ところであります。その中で，費用対効果や住民ニーズの変化などの観点から，事業の優

先順位づけを行いながら，廃止も含めて見直しが必要なものを昨年１２月の全員協議会の

場で説明をさせていただきました。

出張所については，これらの見直しの一つとして現在廃止の方向で検討しております

が，出張所１カ所当たりの平均取扱件数は１日８件程度であることや，配置する職員の人

件費に課題があり，本庁へ集約することによる業務効率の向上などが期待できると考えて

おります。今後は，証明書交付の代替手段など，他の自治体の取組事例を参考に検討を進

めるとともに，住民の皆様方に廃止についての説明を行うなど丁寧な対応を行ってまいり

ます。

次に，市外から通勤している正規職員の人数は現在５３名であり，これらの職員が納め

ている住民税の合計は，約１，０００万円であります。本市においては，平成２３年の職

員採用試験から，「採用後，原則として竹原市に居住する者であること」を募集要件の一

つとしており，平成２４年度以降の採用職員の多くは市内に居住しておりますが，やむを

得ず家庭の事情等により申し出のあった者については市外居住を認めております。市内へ

の居住を強制することは困難でありますが，市職員は行政サービスの担い手として，平常

時はもとより，災害時の緊急対応といった面からも，市内に居住することが望ましいもの

と考えております。職員には，市内・市外の居住に関わらず，地域行事や社会貢献活動等

への積極的な参加の働きかけとともに，御指摘を踏まえて職員の服務規程など他自治体の

事例について研究をしてまいります。
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以上，答弁といたします。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） それでは，再質問の方をさせていただきたいと思います。

まず，庁舎移転についてですが，私，平成２２年に議員になりまして１０年になるわけ

ですが，その翌年から庁舎の問題がいろいろと議論をされております。９年近くなるのか

なと。その間に，平成２４年には庁舎問題調査特別委員会を議会の方で立ち上げまして，

平成３０年の改選まで６年間特別委員会がございましたが，いろいろな事情により，庁舎

の移転を先延ばしにするということで，現在では委員会はございません。平成２４年当

時，ほとんどの近隣の本庁舎が耐震性がないということで，三原市，東広島市，尾道市も

そうですけど，現在は新しい庁舎となっております。

そこでお伺いしたいのが，今，広島県内で本庁舎で耐震性のない建物は，竹原市以外ど

こにあるのか。もしかしたら竹原市だけかと思うのですが，その辺をお聞きします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

県内で，庁舎の耐震化が図られていないという御質問であろうと思っております。

県内におきまして，本市以外で庁舎が未耐震となっているものは，広島県，大竹市，海

田町，安芸太田町，神石高原町と確認しておりますが，それらは耐震改修や建替えに係る

設計や工事に着手されていると認識しております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） ありがとうございます。

２０１７年の資料なのですけど，２０１７年に――ちょっと読ませてもらいますね――

「県や自治体は，報告が義務づけられている県内の大規模建築物の耐震診断結果を公表し

たと。対象となる建物が２７５棟。そのうち，震度６強の地震で倒壊や崩壊の危険性が高

いと判断された建物が４９棟ございます。」公共の建物，その中には広島県庁，竹原市庁

舎，福山市の市立体育館，この３つが入っているというような報道もございます。皆さん

御存じのように，広島県庁は昨年から耐震工事を行っております。草戸の市立体育館は令

和２年３月をもって使用禁止となるようなことも聞いております。ということは，竹原市

の庁舎が耐震性がないと。

これまで９年間，いろいろな議論がなされてまいりました。その中で，やはり交渉する
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に当たり，商工会議所，また広島県，数年前には庁舎の取得をするために２億１，６００

万円ほどの予算も計上しておりました。また，覚書も交わしていましたが，様々なことも

あり，豪雨災害のこともありますが，白紙となっております。

今現在，広島県と商工会議所との交渉はどのようになっているのかお聞きをいたしま

す。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

広島県や商工会議所との協議の状況という御質問であろうと思っております。

広島県，商工会議所に対しましては，本市の現状も適宜お知らせしている状況でござい

ますし，現在の本市の財政状況，両者の所有部分等を直ちに購入，先ほども平成２９年度

のお話もございましたが，その際は予算措置をしておりましたが，いろんな調整がござい

まして，結局予算執行されなかったということもございます。そういった面もありまし

て，現在はその２者の所有部分を直ちに買い取ることはできませんが，可能となるまでの

間はお待ちいただいている状況というのが現状でございます。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） お待ちいただいているという状況ということなのですけど，正直竹

原市の事情で商工会議所，県の方にお待ちをいただいて，御迷惑がかかっているような状

況ではないかなと。実際に財政健全化の中で，なかなかこの大きな問題をクリアにしてい

くのは難しいとは思いますが，ただ方向性を市が示していかないと，商工会議所にして

も，広島県にしてもなかなか進んでいくことができないのではないかなと。豪雨災害の早

期復旧，これは一番にやらなければならないことですが，豪雨災害の復旧も，目標として

は令和３年度内に行うということで，その次の事業として，まず庁舎の移転というのは大

きな柱だと思います。となると，これからいろいろな先に進むためには計画を立て，そし

て商工会議所，広島県と協議をしていかないと，これ例えば，やると決めても３年はかか

る事業だと思うのですよ。２４年の当時に，平成２７年には合同庁舎へ庁舎を移転すると

いう計画でした。約３年ですよね。しかし，いろんなことがあって今日に至っているわけ

ですけど，そういった中で，早期にまずは方向性を決めて２者との協議を再開するという

ことについて，どのようにお考えかお伺いをします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。
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総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

冒頭，市長も御答弁申し上げましたが，この庁舎移転問題に関しましては重要な政策課

題であるという認識は強く持っているところでございます。

ビジョンという話がございまして，当初の計画の策定時から大きく状況が変化というこ

とで，議員の方から財政健全化のお話もございましたし，実際に移転となる時の期間はお

そらく複数年ということは承知しております。そういったことからも，大きく状況が変化

している中から，つきましても，その事業の規模とか費用などの見直しを行いまして，実

現可能な計画としていくということでございまして，そうした見直しも当然早期に行って

まいりたいと思っておりますので，その点は御理解いただきたいと思います。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） ２４年当時から今の部長さんがおられたわけですが，１０年たちま

して，今後これを行っていく時には，おそらく今の部長さんは退職をされていると思うの

ですね。そうすると，やはりまず自分たちが道筋をつけて，ここから先は任せるよという

ような計画を是非立てていただきたいと。済みません，人任せと言ったら言葉が悪いので

すけど，延ばせば延ばすほど後の人にしわ寄せがいくではないのですけど，やっぱり自分

の時の問題を自分たちで解決して，次につなげていただきたいというふうな思いもしま

す。

また，答弁書の中にもあるのですが，仮に大地震が発生した場合には，地域防災計画に

基づき竹原消防署を災害対応の拠点として云々とあります。しかしながら，大変大きな地

震が来れば，今の庁舎は震度６強で倒壊するようなことというふうになっております。も

しかしたら，震度５強でも長い時間揺れれば倒壊する可能性もあるかもしれません。そう

いった時に，防災拠点があっても職員にもし何かがあった時には，これは市民の安心・安

全は誰が守るのですか。

そういったことも踏まえて考えていただきたいのですけど。例えば震度６強の地震があ

った時に，どのように職員を守ることができるのか，お聞きをいたします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

特に，自然災害で地震というのは，いつ何どき起こるかわからないということで，大変

危惧するところでございます。
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先ほど，代替施設の話がございまして，これにつきましては地震を想定いたしまして，

耐震強度が保たれている庁舎ということで，竹原消防署など，また保健センターというこ

とで，そういった公共施設を拠点とするということでございます。確かに平成１３年にあ

りました芸予地震は震度５弱でしたので，その際は特にこの建物につきましては大きな損

傷はなかったということでございます。南海トラフ巨大地震も想定される中で，そうした

中では当然震度６以上の震度が想定されているということでございます。そういった面で

も，庁舎のビジョンというのは早期にというのは，そういった面も踏まえまして，いつ何

どき起こるかわからないということで，議員の御質問，おそらく今揺れたらどうするのか

という問題もあろうかと思います。我々職員の命ももちろんですけど，市民の命というの

もありますので，そういった安全・安心の観点からも，早期に示したいと思っておりま

す。もちろん財源的なこともあるのは当然御承知いただいていると思いますので，その点

を踏まえてまいりたいと思っております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） 先ほど部長が言われたように，職員さんだけではないですね，多く

の市民も来庁されているわけなので，その辺も考えて，９年たちましたので，本当に早期

に前へ進んでいただきたいというふうに思います。

続きまして，１つ気になったのが，一昨年，ちょっと大きな停電がございました。郵便

局の前のトランスが故障して。その時に，新聞報道でもかなり，非常時の備えつけの発電

機の話が出ました。

これをもとに電気の関係の質問をさせてもらうのですけど，今の自家発電，非常時の発

電機，これは今現在どのようになっていますか，お聞きします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） 発電機のことでございまして，議員御承知のように，庁内

全体を賄う非常用発電の設備は当然整備できていない状況でございますが，個別の発電機

が複数台ございまして，それにつきましては特に，災害時において災害対策本部の機能と

かシステム関係の稼働などに対応ができるように準備して，定期的に発電機を稼働させて

の点検を行っているということでございます。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。
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５番（高重洋介君） わかりました。地震が来ても，きちんと前に進んでいけるような形

であるということで，わかりました。

また，質問書にもありましたが，５０年前と比べてＯＡ機器が非常に増えて，電気の配

線等コンセントの数も５０年前と現在では全く違うと思うのですね。タコ足配線とかよく

言われますが，そういった無理な配線，また天井裏の方には５０年経過して古い電線の耐

用年数とっくに過ぎているような線もあると思います。その辺について，コンセントの増

設の無理があるとか電線の無理な配線，特に市民課の天井下，入り口から見えるのです

が，あれどう見ても大丈夫なのかなと，素人ながら不安になるのですけど，その辺の無理

な配線とかコンセントの数とか十分に足りているのかというところをお聞きいたします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

庁舎内の配線設備ということでございまして，おっしゃるようにＯＡ機器も増えまし

て，システム関係になりますと，どうしても電源が必要ということでございまして，そう

いった電気容量の増加に合わせまして配線とか配電盤などは更新，増設しているというこ

とでございます。これにつきましては，定期点検等により適切な状態を確保していると言

いながらも，議員からお話ございましたように，特に執務室内のタコ足配線等は我々もち

ょっと心配しているところがございますので，そういった細かい点の確認を十分しながら

していかないと，そこからまたあるいは漏電とか火が出てはいけませんので，そういった

部分の小まめな清掃とか是正というのは当然必要と考えておりますので，その点は踏まえ

てまいりたいと思っております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） 是非，できるところから，自分たちでできることをやっていただき

たいというふうに思います。

そして，古い電線が必ずあると思うのですが，普通のブレーカーはおそらくついている

というふうに思います。漏電遮断器というものがあるのですけど，それが竹原市役所につ

いているかどうか，お聞きをいたします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） ブレーカーは確かについておりますが，漏電遮断器があっ

て正常に作動しているかどうか，ちょっと後で確認させてください。
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議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） では，確認の方はよろしくお願いします。漏電遮断器というのは，

普通のブレーカーというのは容量がオーバーした時に落ちるのですけど，漏電遮断器とい

うものは，電線が漏電したりとか水がかかって漏電して危険な時に落ちるということで，

これは大変重要なものではないかなと。最近も，町並みの方でちょっと漏電ではないかと

いうような火災も起きていますので，その辺はよく調べてやっていただきたいというふう

に思います。

それでは，福祉会館の方の質問をさせていただきます。

現在，福祉会館は使われていないというところで，大変町なかで寂しい状況となってお

ります。今後の解体予定などもありましたが，どのような利用をしていくのか。そして，

（仮称）まちおこしセンターを建設するという計画もありました。この（仮称）まちおこ

しセンターなのですけど，社会資本整備総合交付金という交付金をいただいて建設すると

いうお話だったと思います。なぜ今，こういうお話をさせていただくかといいますと，数

年前，副議長をさせていただいた時に，当時の議長，道法議長と東京に陳情へ行った時

に，日本遺産のことで文部科学副大臣浮島とも子先生のところでお話をさせていただいた

ことがあるのですけど，その時に，当時の浮島副大臣が，竹原市さん頑張ってますね，全

国で３２の市町の補助金をもらって，職員さん頑張ってますねと言われたのがすごく頭に

あるのですよ。それから，（仮称）まちおこしセンター，こういった有利な財源を使って

できるのかなと。金額もかなり太い金額が，２億７，０００万円かそこらの，これはここ

だけではなしに，こども園とか公共交通とかいろんなことに使える補助金ではあるのです

が，ただここの建物を今白紙になったというか建築がなくなったということで，この補助

金，これからどのように使っていくのか。また，もし不用額など，これ令和３年度内だっ

たと思うのですけど，これをまた不用額で戻すようなことがあれば職員の顔も潰すことに

なるし，竹原市が今後また，そういった補助金をもらう時に不利になるのではないかなと

いうふうに思うのですが，どのようにお考えでしょうか。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） 社会資本整備総合交付金の御質問でございまして，（仮

称）まちおこしセンターのお話もございました。

この事業は，国土交通省所管の都市再生整備計画事業としてお話ございましたように，

平成３０年度から令和２年度までの３年間を期間として着手したものでございます。その
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後，平成３０年７月豪雨災害がありまして，（仮称）まちおこしセンターの整備につきま

しては実施を見送ったという経緯がございます。

最終的には，交付決定を受けていた補助金を活用いたしまして，おっしゃるように，こ

ども園の整備に活用したということでございます。現在のところ，おっしゃるように，全

体では国庫補助金の不用額と申していいのか，結局充当できなかった部分があるというの

は認識しておりますので，その点を踏まえまして，あと来年度のお話になると思いますが

３年間としては，先ほど省庁の話もございましたので，その間，財政当局とも当然調整し

ながら対応は踏まえてまいりたいと思っております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） 特に，福祉会館がある町なかで，とても寂しい思いがします。何か

やっぱり早く活用できるようにしていただきたいなと。変な話ですけど，どうも旧市立体

育館の，もう何年もああいう状態だったことが，またああいうふうにならなければいいな

と，福祉会館も何年か前は壁のコンクリートが落ちたりとかそういったこともありますの

で，やっぱり早期に，事故がある前に使い道を考えていただきたいというふうに思いま

す。

またそこで，その敷地内に池田勇人元総理大臣の銅像がございます。やはり使われてな

い建物のところで，とても寂しいなという思いがあり，何人かの市民の方も，どうなるの

かねえ，どうするのかねえ，どこへ持っていくのかねえというようなお話が聞かれます。

一昨年でしたか，銅像がいろいろときれいになったということで，親族の方がされている

というふうに聞いております。あそこの植木なども皆，親族の方がされているのかなとい

うふうに聞いているのですけど，今後いろいろと池田家の方々と早期に話し合いを持って

進めていっていただきたいと思うのですが，その辺についてはどのようにお考えでしょう

か。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

池田勇人元内閣総理大臣の銅像の件でございますが，冒頭，市長御答弁申し上げました

けど，郷土の偉人として長く後世に語り継いでいくということでございまして，いろいろ

移転先のことも検討ということがございます。公共施設ゾーン整備に合わせて新庁舎とか

他の施設とかとともに，当時からありましたけど，本市の観光面での大きな顔であります
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町並み保存地区への移設等も検討案として考えているということでございます。先ほど，

池田家の親族の方の御意向も踏まえながら対応してまいりたいと思っております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） 早期によろしくお願いいたします。

続いて，市民館の方の質問をさせていただきます。

これ，どう解釈していいのか，今国会でも解釈の仕方がいろいろあるのだなと思うので

すけど。答弁書の中で，「これまでの傾向から，大地震が発生する前には震度５から６程

度の前震が発生することが多いことから，その際には建物の状況を調査し，建物に損傷が

ある場合はその後の使用停止も想定しています」とあります。これ，私の解釈では，地震

がないとそのまま使いますよと言っているようには聞こえるのですけど，これ，もう一度

お聞きしてよろしいですか，どのような解釈をすればよいのか。よろしくお願いします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

議員の御質問の中で市民館につきましては，耐震性能の不足ということからと，利用面

のお話がございました。その観点から，答弁では耐震性能が不足はしておりますけど，利

便性の確保から使用継続ということでございます。この気象庁による前震の傾向を大地震

の前兆現象としまして，本震の震源地域において地震が発生することがあるということか

ら，これまでの大地震におきましての傾向を示しております。確かにおっしゃるように，

大きな地震が来るまで何もしないのかというふうにとられてはいけませんけど，あくまで

利用者の利便性のことと利用状況のことからのことになっておりますので，当然耐震性が

不足しまして安全性に課題があることは十分認識しておりますので，その点を踏まえての

答弁ということで御理解いただきたいと思います。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） なかなか理解はしにくいかなとは思うのですけど。

例えば，市民館は特に耐震性が悪いわけですが，ここに書いてあるから揚げ足をとって

言うわけではないのですけど，震度５から６程度で天井の崩落も考えられるわけです，つ

り天井になっているわけですから。全国でもそういった事例はかなり多くあると思います

が，その辺についてはどのようにお考えでしょうか。
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議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

特に，市民館，おっしゃるように，ホールのところが一番耐震性能が不足ということ

で，Ｉｓ値も低いということは認識しております。そういった観点からも，そこの安全性

に課題があることは十分認識しております。市民館のホールは議員のお話の方にもありま

すけど，イベントの回数等は限られたものがあると言いながら，ましてや大人数，数百人

単位の規模のイベントは確かに年にも数回程度と思っておりますが，その数回の間に事が

起こっては大変だというのは当然認識しております。その意味でも，可能な限り早期に着

手できるように，財政健全化に向けた取組とともに，それでは遅いと言われるかもしれま

せんが，そうは申しましても十分認識した上での対応を図ってまいりたいと思っておりま

すので，よろしくお願いいたします。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） 確かに言われるように，市民の皆さんの利便性を考えればそういっ

たことも行わなければいけない。しかし，安全面を考えるとどうなのかなという，本当に

難しい問題だと思います。しかし，何がその後できるかといったら，例えば避難誘導のあ

り方とか，そういった安全な方へ導くことというのは大事なことだと思います。私も，す

ぐに市民館を廃止しろとかというようなことは，なかなか言うことはできません。確かに

いろんな事業，イベントなども行われておりますので。しかし，そのもしもの時に市民の

皆さんを安全に誘導ができるようなものをつくっていっていただきたいというふうに思い

ますので，よろしくお願いいたします。

また，次に参ります。

分散型の庁舎もありではないかというような質問もさせてもらいました。

確かに，分散型では市民の皆様に対して市民サービスが十分にできるのかなということ

になれば，難しいかなと。しかし，予算を抑えて何年かの間辛抱すれば，また経済状況が

よくなれば新しい庁舎ができるのではないかなというような考え方もあります。これも，

東京に出張に行った時に当時の道法議長とも一緒に行ったのですが，豊島区の区庁舎の方

を視察に行かせてもらいました。ここは，議場が，議会が行われていない時に一般の人も

会議ができるように並びかえられるようなものがあるということで行ってまいりました。

実は，ここはディベロッパー，開発事業者がマンション，４９階建てで，下の１０階に庁

舎が入っているのですけど，商業施設や病院とかそういったものが入っていて，実はこれ
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税金が一つも使われていないと，そういったマンションのお金でやっていくというような

形であります。これを竹原でやれと言ってもこれは当然無理な話ではあるのですが，もし

考える余地があれば，またこういった開発事業者のディベロッパーというものも考えて，

竹原市内でも商業施設，また郵便局もありますし，病院もありますし，庁舎も入って，そ

ういったものをこれから検討していただきたいなというような思いがあります。その辺に

ついてはどのようにお考えになられますか，お願いいたします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

庁舎の分散ということでございます。

メリット，デメリット，両方あろうと思います。東京都の豊島区の庁舎のお話もござい

まして，ディベロッパーということでございます。本市も，行政サービスの拠点としての

庁舎でございますので，利用者の利便の確保が最優先ということでございますけど，必要

に応じて様々な視点ということになりますと，議員からお話ございました，要は民間活力

の導入ということで，民間の力を大いに活用するということで，なるべく市の一般財源を

抑える意味でも効果的と思っておりますので，その点は調査研究は必要と思っておりま

す。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） よろしくお願いします。

いろいろこれまでの経緯がありまして，合同庁舎の移転が最優先だというふうには思い

ますが，まだこれから計画が立てれるわけなので，できればいろんな方向性を考えていた

だきたいというふうに思います。

続きまして，財政健全化の方に参ります。

答弁書の中では，１日８件程度の利用者ということもあります。しかしながら，これか

ら高齢者が増えていき，また免許の返納とかも皆さん，今３倍ぐらいに増えていると聞い

ております。そういった中で，そういったことは考慮していないのかなと。今の段階の話

で８名程度，少ないから廃止しますよ，だけどこれから増えるとは思うのですけど，そう

いったものはお考えにはなってないのでしょうか。お聞きいたします。

議長（大川弘雄君） 副市長。

副市長（田所一三君） お答えいたします。
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先ほども市長が答弁させていただきましたけども，出張所につきましては１日当たりの

件数が８件ということで，人件費も含めて，コストの面で過大なということで廃止検討を

進めさせていただいているところであります。しかしながら，御指摘のような高齢者が増

えて，あるいは最近では自動車の免許の返納とかといった課題もございます。そういった

課題も踏まえて，様々な観点から代替手段，いかなるものがあるのかということも検討し

ていきたいと思います。もちろんその代替手段に当たっても，それに必要なコストという

面も必要でありますので，そういったコスト面からも検討させていただきたいと考えてお

ります。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） 竹原市には出張所もあり，支所もあります。なぜここで出張所２つ

だけなのかなと。だったら，支所は利用者が多いからそのまま継続するのかと思われる市

民の方々もいると思います。では，忠海支所の利用者数がもしわかればお聞きしたいので

すが，どうでしょうか。

議長（大川弘雄君） 市民生活部長。

市民生活部長（宮地憲二君） 忠海支所の現在の利用者数の比較でございます。

平成３０年度で申し上げますと，支所，出張所が請け負っておりますのは証明関係，戸

籍の証明でありますとか住民票の証明，印鑑証明，また届け出といたしましては印鑑登

録，戸籍の届け出，住民異動の届け出，また収納事務といたしまして，市税をはじめとい

たします市への納付金，これを収納するという事務等がございます。市全体で現在その件

数を１件ずつ積み上げた数字といたしましては１０万６，６５２件のうち，先ほど申しま

した出張所につきましては，吉名出張所につきましては２，５４４件，荘野出張所につき

ましては１，７５９件，忠海支所につきましては８，４８９件，こういった利用状況とな

っております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） ありがとうございます。

荘野出張所，吉名出張所ともに１日平均８人，これも考えなければいけない時に来てい

るのもわかります。しかし，やっぱり地元にしっかりと説明をして，また替わりになるよ

うなところをつくっていただいて，話を，できれば廃止ではなくこのまま継続でしていた
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だきたいのですけど，廃止するとしても，やっぱりしっかりとした説明と，替わりになる

ようなものをしていただきたいというふうに思います。

正直，この財政健全化の中で，さらに市民に負担をかけ，市民に我慢をしてもらうこと

が非常にどうなのかなという思いもあります。今，財政健全化で職員の給料の減額も交渉

を行っている中で，私は市民に負担を背負わせるだけではなく，やはり私たちもそうです

が，職員の方も同じように負担をして，一つになって頑張っていかなければいけないとい

うふうに思うのですが，職員の給料の減額も昨年１億円の目標であったのですが，今年

度，あけてみれば半分しかできていないという状況で，現在の組合との交渉がどのように

なっているのか，話せる範囲でできればお願いをいたします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

出張所の廃止に関しましてお話がございまして，市民への負担というお話でございまし

た。

昨年１２月の全員協議会では，事務事業の見直しということで様々な点を説明させてい

ただきまして，その中の一つが出張所の廃止ということでございました。そういった意味

でございまして，財政健全化計画を達成するためにも，お話がございましたように，市民

の理解を得るためにも，本年以上の当然調整率が必要ということでございますので，その

点も踏まえまして，職員団体と給与の調整について協議，調整をしているということで御

理解いただきたいと思います。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） よろしくお願いします。

それでは，市外の職員の方のことについてお伺いをしたいのですが，誤解のないように

していただきたいのは，市外の職員の方も物すごく頑張っておられます。また，個人攻撃

とかそういうことをするのではなく，全体から見た市民の声もあります，私の意見もあり

ます。そういったことでこの質問をさせていただきたいと思います。

現在，５３名ということです。私が議員になった時にはたしか４１名だったと思うので

すけど，１０名ぐらい増えているのかなと。住まわれているところにお支払いする住民税

は１，０００万円ということで，竹原市から１，０００万円の税金がよその町に行ってい

ると。これは，財政健全化を進める中で，さらなる負担を市民に強いる中，市民の皆さん
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も驚きではないかなというふうに思います。そして，率でいったら多分これ２０％ぐらい

になるのではないですかね。５人に１人の方が竹原市民ではないというところに私は驚き

を隠せません。そうは言われましても，竹原市のために一生懸命お仕事をしていただいて

いるのも事実であります。また，いろいろな手当が職員さんにはあるわけですが，この中

で住居手当というものがあると聞いております。調べたところ，約半分弱，四十数％の居

住手当が出るということなのですが，年間１，７００万円になります。例えば，これは市

民の方から言わせれば，市外のアパートに住んで，なぜ竹原市が住居手当を出さなければ

いけないのかというような意見も出てくると思うのですね。その辺についてどのようにお

考えかお伺いをいたします。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

給与に関しまして，住居手当の御質問であろうと思っております。

住居手当につきましては，持ち家に対しての手当ではなくて，住宅を借り受けての家賃

に対する手当ということでございまして，本市ではその住居地によりまして手当額に差は

設けてはいないというところでございます。お話ございましたように，全体では，参考値

でございますけど，年額でいきますと職員の住居手当の額につきましては，本年の２月１

日現在の参考値，２月の月額を単純に年額に直しますと，全体では２，１００万円が住居

手当の額ということになっております。御質問はあれですかね，市内，市外を別とかでは

なかったですか。

（５番高重洋介君「済みません，平成３０年度の市内，市

外」と呼ぶ）

それがですか。

これで，市内と市外を金額を言った方がよかったですか，それはよろしいですか。

（５番高重洋介君「全然いい」と呼ぶ）

では申し上げますと，それでいきますと市内が１，７００万円，市外が約４００万円と

いうことで，合計２，１００万円ということで御理解いただけたらと。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） 済みません，訂正いただきましてありがとうございました。

今，アパート，借り家の方が市外からもし竹原に移っていただけるようなものもいるの
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かなと。市内へ転移した場合には住居手当を少し増額するとか，そういったこともあれ

ば，竹原市に来ていただけるとも思うのですが，財政状況のこの中，そんなことはまず難

しい。であれば，減額をするべきかなと。また，あわせて通勤費も私の平成３０年の資料

では，年で１，５００万円かかっております。正直，前にも言ったことがあるのですが，

竹原市内以外の交通費を支払う必要があるのかなというような思いもあります。これは，

これからずっとそういう減額をしてくださいというのではなくて，この財政健全化の中，

あと４年ですか，その中で，やはり今の住居手当または通勤手当の方も減額することで，

市民と同じように負担を背負っていけるのではないかというふうに思うのですが，その辺

の見解についてお答えください。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

住居手当と通勤手当ということで，市外の職員の関係でございまして，住居手当は先ほ

ども申しましたが，持ち家ではなくて家賃の相当額ということでございます。他の自治体

におきましては，住居手当につきまして市内居住，市外居住で差をつけているところがあ

るというのは承知をしております。議員の方からもお話ございましたように，財政状況が

厳しい中と財政健全化計画期間内ということでございますけど，財源の問題もあることか

ら，現状での実施云々というのは当然考えておりません。

それで，通勤手当のことにつきましては，自宅から勤務地へ通勤するための交通費を手

当として補助するものという性格と認識しております。そこら辺も，市内，市外という考

えで，ちょっと私の場合は通勤手当で市内外で差をつけている自治体というのは調べてお

りませんけど，そういった例もあるというのは当然認識しておりますし，財政状況につき

ましてもその点を踏まえた考え方もいろいろあろうと思っております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） 普通の時なら考えないでいいですけど，やっぱりこういう財政状況

の中で市民に負担を強いる中，今本当に市民の皆さんの目は厳しいと思います。どうして

もそこに目がいく市民の方も多いので，是非何とかいろんな方法を考えていただきたいと

いうふうに思います。

あともう一点，ちょっとお聞きしたいのですけど。防災の観点からなのですが，災害時

に３０分以内に庁舎に駆けつけるとかそういったような規定みたいなものはございます
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か。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） 何分以内というのは特にございませんけど，速やかに参集

ということはあろうかと思っております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） 他の市町では３０分とかというようなものも見たのですけど，速や

かに，今回の豪雨災害でよくわかったと思うのですけど，なかなか道が寸断されて来れな

かったということもありますので，その辺もいろいろと考えていただきたいというふうに

思います。

それでは，職員採用の件についてをお聞きをいたします。

答弁書の中で，やむを得ず家庭の諸事情により申し出のあった者については市外居住を

認めていますというふうにあります。これが，この１０年で何人の方が市外にお住みにな

り，またその理由というものがわかれば教えてください。

議長（大川弘雄君） 総務企画部長。

総務企画部長（平田康宏君） お答えいたします。

平成２４年度から，職員につきましては原則として市内居住ということにいたしており

ます。それに伴いまして，現在は６８名が全体でおりまして，そのうち市内居住が５９

名，市外居住が９名ということでございます。市外におります理由としましては，実家で

家族と同居する関係で，介護とか看護等というのが一番大きな理由というふうに把握して

おります。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） ありがとうございます。

採用試験の時には，市内に住まれますかとなると，住みますというふうになるというよ

うな答えが出ていると思うのですよ。その時に，既にもし介護とか看護があるのであれば

そういうふうに言っていただきたいなと。その時に採用がどうなるかというのは私にはわ

かりませんが，そうすることによって，もし違う人が採用になれば，またその人が竹原に

住んでいただけるのではないかなというような思いもあります。ただ，ここは余り私たち

がどうこう言える問題でもないし，言う問題でもないのかなとは思うのですが，できるだ
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け住んでいただきたいなと。

例えば聞くのですが，そういった理由で，あなた竹原を出るの，それはだめだよ，なぜ

竹原に住んでないのとかという言葉は，これパワハラになるのでしょうか。どうでしょう

か。

議長（大川弘雄君） 副市長。

副市長（田所一三君） お答えいたします。

職場における職員の市内在住への勧めということでありますけれども，パワハラではな

く，そこは御案内のとおり，居住権は憲法で保障されたものであり，そういった個々の職

員の事情もありますので，それ自体を否定できないと考えております。そういったことか

ら，市といたしましては危機管理あるいは地域振興の観点から，市内に住んでいただく方

がよりベターということでありますので，そういったことについては呼びかけは必要だと

考えております。

以上です。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） そうですよね。でも，今の時代ですからどういったことが，言葉に

よってはすぐにそういった，またパワハラとかいろんなことになるので，なかなか難しい

のかなと思いますが，しっかりと指導していただきたいなと。正直，この９名の中には事

前に理由を申し出ていない人もいるのではないかなと。特に職員の方も，次の件にも重な

るのですけど，やはりまず上司，市長にこういう理由で居住を他市にしなければいけない

という理由をまず言うべきではないかなと。後からいつの間にか行ってたということもあ

ると聞いておりますので，その辺はしっかりと指導していただきたいと。何かの理由はあ

ると思うのです，それぞれ皆さん家庭の事情，親の事情。ただやはり，竹原市のことを思

えば，やむを得ず出る時にはまず上司に相談したり市長に相談してほしいと，そういった

指導をしていただきたいというふうに思います。

それと，最後になりますが，職員の服務規程の話でございます。

福山市の話でございますが，そういった服務規程もございます。竹原市でも，これはす

ぐできるのではないかなというふうに思うのですけど，その辺についてどのようにお考え

かお伺いをしたいのですが。

議長（大川弘雄君） 副市長。

副市長（田所一三君） お答えいたします。
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御指摘のとおり，福山市におきましては，市内在住について服務規程ということで定め

られております。しかしながら，それが現実的に市内在住につながっているかどうかとい

うのはまた別でございまして，今回議員の御指摘を踏まえまして，他自治体の事例も含め

て研究してまいりたいと考えております。

以上です。

議長（大川弘雄君） ５番高重洋介議員。

５番（高重洋介君） ありがとうございます。

いろいろな服務規程があるのですけど，例えば職員は本市以外の区域から通勤しようと

する時は，あらかじめ市外通勤承認願いを提出し了承を受けなければならないとか，そう

いった，意味は同じですけど，やっぱりいろんなものがあります。是非これは検討してい

ただきたいなと。たとえこれ，市長にだめと言わせるためにつくれと言っているのではな

い。やっぱり把握することも大事ですし，少しの抑止力と言ったらおかしいかもしれませ

んが，そういったことにもなるのかなと。ちゃんとした理由がないとだめですよというこ

とになるのかなというふうな思いがあるので，是非つくっていただきたいというふうに思

います。

最後の質問になります。

現在，人口減少が進む中，施設の老朽化，また財政が非常に厳しい時，そして豪雨災害

の復旧と，本当に今，大変な時期だと思います。しかし，市民だけに負担を強いるのでは

なくて，我々も職員の皆さんも一緒になって負担をして，汗をかいていかなければならな

いと。そして，竹原市が一つになって，ラグビーでいえばワンチームになって，この困難

な状況を乗り越えて，何年後かには，すばらしい，住んでよかったなと言えるような竹原

市になっていただきたいと。最近，本当に市民からも暗い話しかないよというようなこと

も聞かれます。是非，今榮市長，リーダーシップをとって，竹原市を引っ張っていただき

たいというふうに思いますが，新年度に向けての意気込みがあればお聞かせください。

議長（大川弘雄君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 今議会で，高重議員におかれましては，竹原市が今抱える重要課題

に関わっての御質問，御提言をいただきました。大変貴重な御提言というふうに認識もし

ております。

庁舎の移転または公共施設の再整備に関しましては，先ほど来副市長，部長が御説明を

しておりますとおり，目の前の課題が大きくありますけれども，昨年末または新年の新聞
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インタビュー等々でも，私も今年には議員から御提言のあった道筋を示すということにつ

いては表明をさせていただいているところであります。市民の皆さんが，先行き，見通し

がある竹原市という認識をしていただくためにも，この点については強く決意して取り組

んでまいりたいというふうに思っております。

そのためには，様々な取組がまだまだ必要でございます。職員に関わっての御提言もい

ただいております。まずは，職員に給与の面または市内居住等または住民参加についての

理解と，それから積極的な参画をこれから私も求めていきたいですし，職員の市内居住に

関わって，私の思いとして市内に居住をしてほしいということは従前から職員の方にも申

し述べてきております。この点については，職員の最終的な判断ではありますが，様々な

影響があるということと，それから，これから竹原市政を運営していく職員として，担い

手として自覚を持った行動と，それから適切な判断を求めてまいりたいというふうに思っ

ております。

いずれにいたしましても，令和２年度においては，総合計画２年目であります。様々な

政策効果が発現できるよう，また課題解決に向けた道筋がとれるように，私自身が先頭に

なって頑張ってまいりたいというように思っておりますので，高重議員におかれまして

は，引き続きの御指導をよろしくお願いしたいと思います。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） 以上をもって５番高重洋介議員の一般質問を終結いたします。

議事の都合により，午後１時まで休憩いたします。

午前１１時１３分 休憩

午後 １時００分 再開

〔議長交代〕

副議長（堀越賢二君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

午前中に引き続き一般質問を行います。

質問順位２番，今田佳男議員の登壇を許します。

２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） それでは，令和２年第１回竹原市議会定例会一般質問をさせていた

だきます。快政会の今田です。よろしくお願いします。

今回は，自治会の活性化について，たけのここども園について，ＵＩＪターンの促進に

ついての３点について質問をさせていただきます。
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自治会の活性化について質問します。

平成１７年に竹原市協働のまちづくり推進プランが策定されています。基本的な考え方

は，住んでよかった，住みたい個性あるまち竹原を目指して，新しい地域コミュニティを

つくるです。その中の団体情報で，自治会については市内全域を７５の自治会がコミュニ

ティの基本単位を形成していますとされています。福山市では自治会の加入率が６０．

８％に下がり，役員のなり手不足が課題となっており，住民自治組織のあり方を抜本的に

見直す検討委員会を設置して組織のスリム化などを検討するとのことです。先日は，広島

市が地域コミュニティを活性化するビジョンをまとめるため，自治会の実態調査を実施す

るとの報道もありました。

竹原市の自治会加入率は推進プランが策定された平成１７年は８５．１％ですが，平成

３０年には７６．８％となっています。第６次竹原市総合計画では，協働のまちづくりに

ついて，住民自治組織の活動状況に差がある，地域行事への参加者が固定化しているなど

を課題としています。

高齢化が進んでおり，自治会役員の負担を軽減するなど，自治会の活性化を検討すべき

ではないでしょうか。お考えをお聞かせください。

次に，２点目のたけのここども園について質問します。

昨年，安芸高田市に開園したすばらしい木造の甲田いずみこども園を視察しました。こ

のこども園は，公立の３保育所を統合して民営の認定こども園に移行したものです。移行

する際の説明会では，保護者から職員配置が不安などの意見が出たようですが，民営のメ

リットを生かした職員採用を行って対応し，問題はなかったとのことでした。

４月に開園するたけのここども園は，中通保育所，竹原西保育所，竹原西幼稚園の３園

が統合されるものです。第２期竹原市まち・ひと・しごと創生総合戦略（素案）では，

「保育士などの人材不足が年々深刻化している」と述べています。保育所と幼稚園とが統

合されることで，人員の配置，カリキュラムなどに不安を持つ保護者もおられるのではな

いかと思いますが，対応はなされているのでしょうか，お聞かせください。

３点目，ＵＩＪターンの促進について質問します。

３年前に，京都伝統工芸大学校で竹工芸を専攻した２人の若者が竹原市に移住しまし

た。アルバイトをしながらイベントや小学校へのボランティア活動などに参加して地域で

活躍しており，メディアに取り上げられることが徐々に増えています。

先日，東京で行われた「いいね！地方の暮らしフェア」の広島県のこだわりワークショ
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ップにも，竹工芸の実演で参加して大変好評であったと聞いています。

昨年は，同じ学校を卒業した女性が竹工芸を習得するために移住し，アルバイトをしな

がら竹工芸振興組合の先輩方々の指導を受けています。そして，今年は竹工芸を専攻した

後輩の女性が移住してくる予定です。

人口減少が急速に進む中で，若者の移住は大変貴重なことと考えますが，移住する際に

は住居や仕事を探すことなどが大きな負担となっています。空き家をお試しの住宅として

提供するなどしてＵＩＪターンの促進を図っている自治体もあるようです。移住を検討す

る人たちに移住しやすい環境を整えるお考えはありませんか。

以上で壇上の質問を終わります。

副議長（堀越賢二君） 順次答弁願います。

市長。

市長（今榮敏彦君） 今田議員の質問にお答えをいたします。

まず，１点目の自治会の活性化についての御質問でございます。

本市では，快適で住みよい地域を築いていくことを目的として７５の自治会が組織さ

れ，地域における防災力の向上や防犯など，地域課題の解決や地域活性化に向けた取組が

行われております。

平成３０年７月に発生した西日本豪雨では，各自治会は住民の避難行動の支援や災害発

生直後からの復旧作業等，いわゆる共助の部分において大きな役割を果たされておりま

す。しかし，他市町と同様に地域に対する無関心層の増加や高齢化に伴う担い手不足など

により，地域による活動状況の格差や参加者の固定化，自治会加入率の低下などの課題が

あります。他市町においてはこれらの課題に対応し，自治会員の確保のための自治会の役

割や活動が一目でわかるようなリーフレット等の作成配布や，ホームページによる自治会

活動についての情報発信などの取組事例もあります。こうした事例を参考に，今後も自治

会への加入促進のための取組を行ってまいります。

次に，２点目のたけのここども園についての御質問でございます。

本市では，平成２９年６月に竹原市就学前教育・保育に関する基本方針を定め，質の高

い就学前教育・保育の提供や子ども・子育て支援事業の実施に向けて取組を進めてまいり

ました。

平成３０年度に設置したこども園整備調整本部の幼保部会においては，教育委員会と連

携し，幼保連携型認定こども園の開設に向け，幼稚園と保育所のそれぞれのよいところを
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生かせるよう，教育・保育目標，カリキュラムなどを含んだ教育及び保育の内容に関する

全体的な計画等の策定や人員配置などについて取組を進めております。

このうち，園児募集や副食費等の決定した事項については，昨年１１月から順次保護者

説明を行っているところであります。また，保護者の不安を軽減するために先月アンケー

ト調査を実施し，現在この調査結果に対応するための協議も行っております。引き続きこ

うした取組を通して，今年４月のこども園の開園に向けて着実に準備を進めてまいりま

す。

次に，３点目のＵＩＪターンの促進についての御質問でございます。

本市では，広島県や広島中央地域連携中枢都市圏の市町と連携し，首都圏や関西圏で開

催される移住・定住セミナーに参加し，本市の魅力などを発信しております。また，竹原

市をテーマとする移住・定住セミナーにおいて，移住希望者の就職に関する相談に応じる

など，移住者の獲得に向けた取組を行っているところであります。

こうした中，東京のふるさと回帰センターや広島県大阪情報センターなどには竹原市に

関する照会や相談が増えており，市役所窓口においても移住の実現に向けた住まいなどの

具体的な相談を受けております。御質問にもありました住居の確保や仕事のあっせんなど

については，本市への移住・定住を促進する上で必要な支援と考えております。そのた

め，今後においても広島県などの関係機関等と連携する中で，様々な機会を捉え，本市の

ＰＲに努めるとともに，移住希望者の受入れにつながる効果的な施策に取り組んでまいり

ます。

以上，答弁といたします。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） それでは，再質問をお願いします。

まず，自治会の活性化についてですけれども，先ほど申し上げたように平成１７年，約

１５年ぐらい前に竹原市協働のまちづくり推進プランというのが策定されております。こ

の時に，先ほど申し上げたように自治会の加入率が８５．１％，平成３０年が７６．８％

と。人口は減少をしておりますが，人口が減少してなおかつ加入率が低下していると。い

わゆるダブルパンチというか非常に厳しい状態だと思います。それで，役員のなり手，そ

れからいろんな活動についても地域差はあるけれども支障は出ているというようなお話だ

と思います。

自治会の加入率，約１０％低下をしているわけですけれども，これは何か原因を把握さ
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れているようなことがあるでしょうか。

副議長（堀越賢二君） 地域振興部長。

地域振興部長（桶本哲也君） 今議員の方からおっしゃられましたとおり，やはり人口減

少と少子高齢化に伴いましてそういった地域の役員のなり手が減少しているのではないか

というふうには考えております。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） いわゆる高齢化も進んでいまして，役員のなり手に非常に困ってい

るところもあると思うのです。だから，この中で今部長御答弁になられて，活動に参加さ

れる方が固定化してくると，そうすると今頑張っておられる，私６５ですけれども，私た

ちから少し上の世代で頑張っておられる方が多いというふうな認識を持っておりますけれ

ども，あと５年先から１０年先になった時にどういうふうな形になるのかということを危

惧をしております。

若い方も仕事についておられる，それから以前のようなことはない，６０過ぎても仕事

をされる方も結構おられますので，なかなか役員とかということでやっていただく方が，

新しく若い方を取り入れるということが難しい。それと，地域によってはアパートに入ら

れている方が自治会に加入される場合が少ないというようなことも，ある地域では防災に

関しては自治会に加入するとかいろいろ方策を考えられているところもあるというように

は聞いておりますけれども，その辺のところの問題もあるということだと思うのです。ち

ょっとはっきりはわかりにくいのだと思うのです。

自治会の加入促進のため，いろんな取組をされて，リーフレットとかいろんなことを言

われているようですけれども，今後加入促進ということについて，今お考えになっている

ことがあったらお願いします。

副議長（堀越賢二君） 地域振興部長。

地域振興部長（桶本哲也君） 自治会への加入促進のための取組についてという御質問で

ございます。

本市では，自治会への加入ということにつきましては，基本的には各自治会に委ねてい

るという状況でございますが，以前には住民向けに自治会加入に向けたお願いというよう

な文書をつくりまして，加入促進の協力に努めさせていただいたというようなこともござ

います。

自治会加入率の低下は，やはり他市町においても同様の課題でございまして，他市町で
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はリーフレットを作成したり，自治会活動の状況についてホームページ等で発信をされる

というような取組もしておられるという状況でございますので，本市におきましてもこう

した事例を参考にしながら，自治会加入促進の取組を行うというふうにいたしているとこ

ろでございますので，自治会への加入者が増えるような取組についてはしっかり取り組ん

でまいりたいと思っております。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） 地域を回ってみるとなかなか厳しいですよね。中心地域でも結構空

き家とかが多くて，家はたくさんあるのだけど人が余りいないとかというような地域もあ

って，大変御苦労されているということがあると思います。

市の竹原市協働のまちづくり推進プランというのがあって，さっき言ったように１５年

ぐらい前にこのプランが策定されて，協働のまちづくりも地域によって，はっきり言って

格差があると思います。協働のまちづくりを市外から視察に来られたというようなことも

聞いたりしていますし，協働のまちづくりで逆に固まってどこかへ，よそへ空き家等の視

察に行かれたりとかというようなことも聞いております。地域でそういうふうな活動をさ

れているというのは聞いております。

ただ，そのもとになる自治会がこういう形で活動とか加入率が低下していくということ

になってくると，協働のまちづくりそのものもちょっとどうなのかなと。１５年前につく

られたプランがあって，今の自治会の加入率についても約１０％下がっている状態，動き

がどうかということがあるのです。だから，ある意味協働のまちづくりの推進プラン，こ

れを再考される必要があるのではないかと思うのですが，この点はどうでしょうか。

副議長（堀越賢二君） 地域振興部長。

地域振興部長（桶本哲也君） 協働のまちづくり推進プランの見直しをというような御質

問でございます。

このプランに基づきまして，平成１７年から自治会よりも大きな枠で協力できる新しい

地域コミュニティを設定することによりまして，様々なテーマに応じた多様な取組の実施

が可能になるというような考えで，市内に１７の住民自治組織が立ち上がりまして，様々

な地域課題に応じた活動をされてきているという状況でございます。

課題は先ほど市長が御答弁申し上げましたように総合計画にも引き続き協働のまちづく

りを進めまして，住民と行政がパートナーシップを築きながら，住民主体のまちづくりを

進めていくというようなこととして，自治会の加入率についても上げていくような取組を
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考えているところでございますので，現時点ではこのプランの内容を踏まえまして取組を

進めていきたいというふうに考えているところでございますので，どうぞよろしくお願い

いたします。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） 言われるように総合計画等でも今の協働のまちづくりということを

基本の考え方で，自治会加入率についても７６．８まで下がっていますよと。目標を２０

２３年には７８％，２０２８年には８０％にしてというふうな目標も入って，基本はこの

考え方だと思うのです。だから，言われることは，この協働のまちづくりを基本に進めて

いくということなのですと言われているのだと思うのですけれども，現実が，さっき申し

上げたように既に加入率が１０％ぐらいもう下がっていて，それを計画があって，計画に

実態を合わすというか，まず実態とそれから地域の方のお話をある程度聞いていただい

て，地域によって違いますから大変だと思うのですけれども，もう少し地域の御意向を聞

くとかというようなことが必要ではないかと。

前回１２月に職員さんの地域貢献という話を出しまして，あれは兼業に絡んだ地域貢献

という話だったのですけれども。ある地域では，職員さんが地域に責任を持つというか，

どこどこの地域については職員さんが，私がこの地域は担当しますみたいなことをやって

いる市もあると。これちょっと詳しく調べていませんから，ここでどうこう言うことはな

いのですけれども。いろんな意味で協働のまちづくりで自治会としてではなくて，ある程

度少し単位を大きくして動いた方がいろんなことができますよと。行政と地域の方の住民

とがうまいことすみ分けをして，仲よくというか，物事をうまく進めていきましょうとい

うのがこれも協働のまちづくりの考え方だと思うのです。だから，それが今言うようにう

まくいっているのかどうかというところで，若干疑問があるというふうに申し上げていま

して，そこのところはもう一度聞きますけれども，少しお考えをしていただきたいと思う

のですが，この点改めてどうでしょうか。

副議長（堀越賢二君） 地域振興部長。

地域振興部長（桶本哲也君） 協働のまちづくり推進プランにつきましては，先ほども御

答弁させていただきましたが，住民と行政がパートナーシップを築きながらまちづくりを

進めていくために策定したものということで，確かに平成１７年からもう１０年以上経過

しているというような状況でございます。

このプランに基づいて１７の住民自治組織ごとに，地域ごとに行動プランを立てて，防
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犯ですとか防災ですとか様々な分野において活動されてきているところでございますが，

確かに議員御指摘のように課題というのはございますし，また住民自治組織の大きな母体

となる自治会への加入率が低下しているというところは非常に我々も課題であるというふ

うに考えております。

そうした時代の背景というものもございますので，基本的にはこのプランに基づいて協

働のまちづくりを推進していくということには変わりはございませんが，そうした適宜見

直しというのは必要であるというふうに思っておりますので，その時代々々に合わせたそ

ういった見直しというのは行ってまいりたいと思っております。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） ある自治会長さんの手帳を見せてもらって，何年か前ですけれど

も，そうすると本当にびっしりです，もう。自治会長さんの，あれがあってこれがあって

という。こんなに自治会長さんって大変なのだということを思ったことがあります。まあ

充て職もあるし，それから会合があったら出てくださいというのもあったと思います。だ

から，ああいうところもちょっと自治会長さんなんかの御意見を聞いて，負担にならない

と言うと語弊がありますけれども，御負担が軽くなるようなことも考えていただきたいと

思いますので，今後よろしくお願いします。

次に，たけのここども園についてお願いします。

先ほど言いましたように，保育士などの人材不足という言葉がありまして，第２期竹原

市まち・ひと・しごと創生総合戦略（素案），パブコメがあったと思うのですけども，そ

の中に保育士などの人材不足が年々深刻化しているというところがありまして，これは竹

原市だけではないと思うのですが，ちょっとこういう文章があったので若干気になるので

すが，この点は大丈夫なのでしょうか。

副議長（堀越賢二君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） 保育人材の確保ということでございますけども，全国的に保育

人材が不足してどこも確保に苦労しているといったところでございますけども，本市につ

いてもやはり同じような状況ということでございます。

今回，こども園の開園に伴って人材が不足するといったことはございませんけども，厳

しい状況には変わりないということで，これについてはやはり将来を見据えた計画的な職

員の採用が重要であるというふうに思っておりますけども，厳しい部分については再任用

職員ですとか，あと臨時職員で対応しているといったような状況でございます。
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また，いろんな紹介といいますか，保育士等からの紹介で潜在保育士等に働きかけを行

っているといったこともございますし，また県の人材バンク等の情報も活用しながら対応

しているといったような状況でございます。さらには，採用に際しては大学ですとか短大

と連携して，こちらから職員が出向いて採用担当者にＰＲをして確保に努めているといっ

た状況でございます。そういったことで，こども園については今のところ不足は生じない

といったような状況でございます。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） ２年ぐらい前ですか，どこかの保育所だったと思うのですけど，産

休をとられる方がおられて，代替というか臨時を募集しても結構時間がかかって苦労され

たというようなことも聞いたことはあるので，ちょっと心配だったので聞かせていただき

ました。言われるように竹原市だけではない，保育士については非常に全国的に採用が厳

しいというか難しいことがあると思うのですけれども，こども園に関しては大丈夫ですよ

という御答弁だと思います。

幼稚園と今回のたけのここども園，幼稚園と保育所，形態が違うというか，違う形のと

ころが一つになって新しいものをつくっていくということになります。さっき申し上げた

安芸高田の方のこども園は３つの保育所が一つになって１つつくると。竹原市の場合は，

幼稚園と保育所が一緒になって一つになるということで，若干不安があるというか，交流

とかカリキュラムとかということがあるのだと思うのですが，この点については大丈夫な

のでしょうか。

副議長（堀越賢二君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） こども園のカリキュラムということでございますけども，これ

については市長答弁の方にありましたように，幼保部会でそういった計画なり，カリキュ

ラムを策定をしております。幼保部会は現場の幼稚園の先生１人と保育所の先生５人で構

成されておりまして，その部会で幼稚園，保育所のそれぞれのいいところを参考にして，

また国が定めております幼保連携型認定こども園の教育・保育要領に基づきましてそうい

った計画ですとかカリキュラムを定めているといったところでございますので，実際に市

内では私立のこども園等はもう既に運営されていますので，公立では初めてでございます

けども，そういった準備をしながら開園に臨みたいというように思っております。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） 今部長の方からお話も出たのですが，竹原市就学前教育・保育に関
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する基本方針，この答弁書の中にもあるのですけれども，この中の一部に就学前教育・保

育の推進に向けてという，１４ページにあるのですが，私立施設とより一層連携を密にし

という一文が入っているのです。こういったことがうたわれていて，現状私立の施設とど

ういったことを現在やられているか，やられていることがあればちょっと教えていただけ

ますか。

副議長（堀越賢二君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） 就学前教育・保育基本方針にあります私立，公立との連携とい

うことでございますけども，これについては竹原市保育連盟というのがございまして，こ

れについては公立の保育所が５カ所，私立の保育所，こども園が５カ所。これは大崎上島

の認定こども園の１つも含めまして５カ所でそういった保育連盟をつくっておりますけど

も，その対象の施設の保育士が集まって研修を行っているといったような状況でございま

す。

この研修会でございますけども，６つの部会がございまして，各部会が年に３回研修会

を実施し，延べ１８回になりますけども，そういった研修会の実施を行って情報共有を図

りながら，それぞれのスキルアップにつなげているといったような状況でございます。

以上です。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） いろんな取組をされて，今後いろんな動きも出てくると思うので

す。こども園をつくられて，安芸高田市の方では認定こども園を民営というような方向へ

持っていかれているというふうにこの間勉強して帰ったのですけれども。竹原市もいろん

な動きが出てくる可能性がある。その中で，今のように私立といろんなところで情報交換

をされているということなので，続けていっていただきたいというふうに思います。

それと，最後にアンケート調査を今回されているということを，先月アンケート調査を

実施し，現在この調査結果に対応するための協議も行っておりますという御答弁がありま

す。アンケートでいろんな御要望とかというようなのも出ていて，全部が全部というわけ

にはいかないでしょうが，幾らかこういったこともありますというようなことを教えてい

ただける範囲で教えていただけたらと思います。

副議長（堀越賢二君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） この保護者へのアンケートでございますけども，やはり公立初

めてのこども園ということで，保護者の方も不安に思ってられる方もおられるということ
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で，先月末にアンケートを実施しております。これについては今整理をして，明日説明会

がございますけども，そちらの方で説明をさせていただこうというふうに思っておりま

す。

アンケートの内容でございますけども，細かな様々なことを多数お寄せいただいており

ます。例えば，服装ですとか持ち物がどうなるかとか，あとは用品，費用がどうなるか，

教育・保育の内容もどうなるか，あと副食費の関係。あと預かり保育がどういうふうにな

るかといったことと延長保育，あとは子育て支援事業はどういったものになるか，あと駐

車場とか駐輪場はどんな感じになるかと，給食についても質問が出ております。また，Ｐ

ＴＡとか役員会の方がどういうふうな形になるかといったような御質問も出ております。

その他多数出ておりますけども，これにわかる範囲で一つずつ対応しながら周知を図っ

ていきたいというふうに思っております。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） いろんな御要望も出ると思うのです。極端に言うと全部が全部お応

えできるようなものではないかもしれないのですが，丁寧な説明をお願いして，保護者，

子どもの不安がないようなことで開園，それから視察しましたけども建物もすばらしいで

すから，中もすばらしいということで，また開園後もいろいろな課題が出てくる可能性が

あると思いますので，その時も丁寧に対応していただくようによろしくお願いします。

次に，３点目のＵＩＪターンの促進について質問させていただきます。

少し内容がくどくなったかもわからないですけど，今回，竹工芸絡みで移住が進んでい

ると。今２人来ていて去年１人来て，今度また２人来るというふうな形になって，若い人

が来ますから竹工芸の振興組合の方は非常に喜ばれて，中古の電気製品を探して持ってい

ったりとか，非常に喜ばれて，私もいいことだなと思って推進させていただくというか協

力させていただいております。

市としてはいろんなところへ，東京とかいろんなところへ出られて，フェアとかいろん

なことをされているみたいなのですけれども，今実際どのような相談があって，対応はど

のような対応をされているのか。それから，例えばどれくらいの数の方がどういった相談

をされたり，東京に行かれてフェアをやって一生懸命本気で来られる方と少し話を聞きに

来た方とかいろいろパターンはあると思うのですけれども，その辺の状況を教えていただ

けませんでしょうか。

副議長（堀越賢二君） 地域振興部長。



- 102 -

地域振興部長（桶本哲也君） 首都圏ですとか関西圏でそういった移住・定住セミナーに

参加をさせていただいて，そうした移住希望者の御相談に乗っているという状況でござい

まして，相談の内容としましては竹原へ移住したいというものもございますが，大きく瀬

戸内海の近くに移住を考えているけどどうだろうかとか，船舶の仕事がしたいとか，空き

家を活用してカフェをしたいとか。基本的には，仕事や住まいに関するそういった相談と

いうのが多い状況でございます。

こうした相談に対しまして，市では空き家バンクに登録されている空き家の情報ですと

か，ハローワークさんと連携して求人情報を提供したりですとか，また創業したいという

ような場合には商工会議所さんの方の経営相談の紹介ですとか，竹原へ移住されて創業さ

れた方を御紹介するとか，相談内容に応じた対応はさせていただいているというところで

ございます。

それで，相談とかそういった紹介の件数でございますけども，東京のふるさと回帰セン

ターですとか広島県の大阪情報センターでの相談につきましては全体での取りまとめをさ

れておりますので，具体的に市町ごとの件数というのは把握されていないということでご

ざいますので，竹原市に関する紹介ですとか相談というのは増えている状況にあるという

ふうに伺っているところでございます。

以上でございます。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） 人口減少が物すごい勢いで進んでいまして，今２万５，０００ぎり

ぎりぐらいの数です。昨年は，たしか６００人ぐらい減少したという状況になっていま

す。１８歳，高校生から大学生，２０歳前後の若者が，学校がない関係で転出する。特

に，女性は転出後帰ってこないパターンが多いという，これデータとしていろいろ説明を

受けているわけです。

そういった中で，移住を受け入れて人口減を少しでも食いとめるという，これは絶対必

要だと思うのです。自然減で３００，社会減で大体３００ということで，去年たしか大体

６００人の減少と。いわゆる自然増，出生の方も大体１２０か１３０です，多くて。亡く

なられる方と調整すると３００人ぐらい減少するという中で，非常に厳しい状況の中で移

住というお話が出て，これはもう大事にしていただきたい。今の問い合わせ等が，場所が

東京とか大阪とかフェアとかということがあるのでしょうけれども，竹原に関心を持たれ

て竹原の情報を集めておられる，竹原に移住をしてみたいと，竹原に一回行ってみてどん
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な状態か見てみたいというふうなことがあるのではないかと思うのです。その時に，来る

といった時に，どうぞおいでください，全部自費でということもどうなのかなと思った

り，それから資料だけで竹原に移住してくださいというのもこれまた難しい問題だと思う

のです。

だからさっき聞きましたけれども，所によっては空き家をあけて，そこに来てみてくだ

さい，竹原はこんなところですと，少しの期間いてもらって，竹原はこんなところですよ

というところで理解をしていただいて，移住を促進するというようなところもあるやに聞

いております。だから，そういうふうにしないと，まあそこまでするとどうなのかという

のはあるのです。３年前に，最初に竹工芸の若者が来た時に，私は仕事もアパートも一生

懸命探して入ってくれました。それを一生懸命やっているという話をしたら，ある市民の

方が，今田さん，それ甘やかし過ぎだと，何でそんなに甘やかすんだと言われたことがあ

ります。だけど，それぐらいしないと移住なんか来ませんよということでそういう話をし

たのですけれども。そこまではどうかわからないですけど，やっぱりそういう対応を，せ

っかく竹原市に関心を持っておられるという方がおられたら１人でも２人でも対応してあ

げて，大きい企業が来て３００人，４００人雇用が発生して人口が増えるというのはなか

なか難しいと。１人でも２人でも移住者を獲得して増やしていくと，その移住者がまた次

を呼ぶ。

今回竹工芸の学生については，学生が来てその大学に帰って，竹原はいいですよと，皆

さんも来ませんかということで学校でチラシを配ってくれたのです。そのチラシを配って

その時いた子がこのたび見に来て，先輩がこうやってやっているからこれなら行けるとい

うことで来るわけです。だから，そういう形でずっとつながっていく。今後，今の学校と

はつながっていって，何かの形でもう少しいい関係になっていろんなことが連携できない

かなというような思いはありますけれども，これはまあ別の話なので今回はしませんけれ

ども。少しそういうところで移住に対して，行政としてやりにくいこともあるのだと思う

のです，あっせんとかいろんな線がありますから，やりにくいところはあると思うのです

けれども，もう少し移住に対して積極的と言うと違うかもわからないですけど，もう少し

やっていただくようなことがあるのではないかと思うのですが，この点どうでしょうか。

副議長（堀越賢二君） 地域振興部長。

地域振興部長（桶本哲也君） 今移住に対する施策といいますか，考えていることはない

かというようなことだというふうに思います。
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確かに，議員おっしゃられるように竹原市に関心を持っていただいて，竹原市を一度見

てみたいと，体験してみたいというふうにおっしゃられるケースはあると思います。そう

した場合に，全国的な事例でいいますと，議員も御質問の中で言っておられますけども，

お試しといいますか，そういった短期間ですけども一定期間そこへ住んでその場所を体験

してみるというような取組をされている市町もございます。行政でそうした住宅を整備さ

れて行政で運営されるケース，行政が整備をして，民間といいますか地域の方で運営され

るケースですとか，民間の方でもう全て用意されるとか様々あるやに聞いております。

なかなか財政状況も厳しい中ではございますので，そうした整備というのは本市の場合

できていないわけでございますけども，例えば，空き家バンクに登録されているような空

き家が活用できれば，そうしたことに活用できればというふうな検討はさせていただいて

いるところでございまして，せっかく竹原に関心を持っていただいた方を，逃がさないと

言うとちょっと語弊があるかと思いますが，是非竹原に来ていただくようにしっかり検討

はしてまいりたいと考えておりますので，御理解のほどよろしくお願いいたします。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） 今回，先ほど申し上げたように，後輩が２人，３月末ですが来ま

す。仕事も何とか見つかりました。住むところも何とか見つかりました。今回の２人が来

ることについて，私は何個かポイントがあると思うのですが，さっき申し上げたように先

輩が来てその後輩が続けて来るという学校との連携をつないでいくということ。それか

ら，入ってくる子が町並みの空き家へ入るということです。町並みの中へそういった若い

人が入ることによって町並みが少しでも活性化するのではないかということが１つと。

それから，部長，今御答弁ありましたけど，空き家バンクということで，空き家のこと

についてです。空き家なんですが，今度入ってくる空き家は，実は仏壇があります。荷物

もそのままです。話をして，いやそれでもいいですよと，貸してくださいということでま

とまりました。よく空き家バンクで私らもいろんなところを回りますけども，空き家があ

ります。我が家も隣に空き家がありますけれども。問題なのは，仏壇がありますと言われ

る。荷物もあります，だからだめなのですとこうくるのです，貸す方が。だけど，仏壇が

あってもいいですよと，荷物があってもいいですよ，そのかわり荷物は私たちが生活する

ところを空間をつくるからちょっとよけさせてくださいということで話がまとまりまし

た。こういう事例もあるということは，今後空き家バンク等の空き家活用について考えて

いただきたいというふうに思っています。
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それと，さっき言ったように竹だけではないですけれども，実際もう移住してきてカフ

ェとかいろんな商売されている方もおられます。やっぱりそういう人たちに，例えば集ま

ってもらって，自分が移住した時にどういうことに苦労があったとか，逆にこういうこと

がよかったとか。さっき商工会議所のこともお話になりましたけれども，割と商売をされ

る方が商工会議所へ相談に行かれるとほとんどワンストップでいろんな相談に乗られてや

られるということもあります。だから，実際来られた方がどういうことで苦労されて何に

困ったというのがわかれば，何で竹原に興味を持たれたかというところまで行くのでしょ

うけれども。そういったところの話を聞かれる必要があるのではないかと私は思うので

す。だから，そういう人たちと集まる場というか，そういう話を聞く場というか，そうい

うことを進めていただいて，１人来るとその友達が来るとか，割とつながりがあったりす

るので，もっと広がっていく可能性もあると思うのです。そういったことをやっていただ

くようなお考えはないでしょうか。

副議長（堀越賢二君） 地域振興部長。

地域振興部長（桶本哲也君） 竹原へ実際に移住された方，そういった方から話を聞くと

いうのは確かに貴重な経験というか，そういった経験を話していただくということですの

で，非常にいいことではないかと思います。

竹原の移住セミナー等におきましては，そうした方を講師として体験談を話していただ

いたりというようなことはさせていただいております。以前には，竹原にそうした関心を

お持ちの方をツアーというような形でお招きをして，ツアーの中で移住してこられた方に

話をしていただくというようなこともやったことはございます。そうした貴重な体験を話

していただくということを，今京都の大学の方からこの４月からは５名になられるという

ことでございますので，そうした方と話が，協議をするといいますか，何かそういった話

ができる場とかが設定できれば，またそうした方にその中に入っていただいたり，行政の

方からもそういう話の場に入っていったりということも可能と思いますので，またそうし

た取組も検討してみたいと思います。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） 私，竹工芸の若い人たちにいろいろ関わったので話がちょっと寄っ

ていますけれども，ほかにも移住で来られた方がたくさんおられると思いますので，その

方たちの意見をまとめていただくような，お話をしていただくような場をまた持っていた

だきたいというふうに思っております。よろしくお願いします。
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もう一つ，今度はＵＩＪターンで，移住ということにつながるかつながらないかと言わ

れたらちょっと微妙になるのですが，高校で野球に高名な監督がつかれたということで，

市外からというか，広島市内ですけれども，こちらへ高校へ来たいというふうなことがあ

ります。保護者が一生懸命家を直して，そこへ入ってもらうようなことを今一生懸命やら

れております。これも，私はある意味のＩターン，高校生活をここで３年間過ごしていた

だくようになる。それから先は残られるか，また帰られるかわかりませんけれども，こう

いった方もおられる。これも一つのチャンスだと思うのです。だから，今は今の保護者の

方が，来られる方，生徒に対して少しでも生活がしやすいようにということで家を直した

り電化製品をそろえたりされています。来られる生徒さんの保護者も見に来られて，まあ

これならいいというふうな，安心ですと言って帰られているのです。こういったことも一

種のＩターン，今日はＩターンの質問ですけれども，一種ではないかと思うのですが，こ

の点はどういうふうに感じられますか。

副議長（堀越賢二君） 地域振興部長。

地域振興部長（桶本哲也君） 市内の高校が２校ございますけども，そちらの方へ進学を

されるという目的で市外から竹原市に転入してこられるということでございますので，非

常にそれは我々もうれしいというか喜ばしいことではないかというふうに思います。

やはり少子高齢化が非常に進んでいる状況の中で，若い方がいらっしゃるということ

は，来ていただくということは，にぎわいの創出にもつながるのではないかというふうに

思いますので，そうした取組は非常に市としてもありがたいことではないかというふうに

感じます。

副議長（堀越賢二君） ２番今田佳男議員。

２番（今田佳男君） 高校は，今日は定員の発表，受験者数の発表がありましたけれど

も，市内２校はどちらも定員割れということです。これも何とかしていかないと，本当下

手すると存続問題まで行きかねない状況になるのではないかと，もうずっと危惧をしてい

ろんな応援をしております。学校の方も，台湾から来たりとかいろんな活動をされて，何

とかＰＲをして学校をよくしようというふうに一生懸命やっておられますので，応援をし

ていきたいというふうに思っております。

これも一つの，私は明るいニュースだと思っていますので，これは何とか，今後またい

ろんな問題が出てくると思います。従来少なかったところへ新しい方が来られるというこ

とであれば，ほかの課題も出てくる可能性もあると思うので，そこらも注意しながら一生



- 107 -

懸命応援していきたいと思っておりますけども，明るいニュースであるのは私は間違いな

いというふうに思っております。

今，今日は３点ほどお願いして質問をさせていただきました。やっぱり人口減少，繰り

返しますけれども非常に厳しい状況になっていて，こういう形で外部から，市外からいろ

んな方が来られる状況が少しでも明るい話題になるのではないかという思いを込めて今日

は質問をさせていただきました。

この点をいろいろ聞きましたけれども，特に最後のＵＩＪターンのことについて，市長

の御所見があれば伺って終わりにしたいと思います。

副議長（堀越賢二君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 最後のＵＩＪターンに関する御質問にということでございます。

まずは，今田議員におかれましては，もちろん移住者に関わるいろんな取組を精力的に

担っていただいていることに関して敬意を表するものでございます。

行政としても，先ほど来，部長が答弁しておりますように，様々な竹原市の魅力の発信

という意味で移住セミナーであるとかそういうところに出向き，いろんな取組を進めてお

ります。また，先ほどの東京におけるふるさと回帰センター，これは有楽町の駅前にある

のですけれども，私も東京の出張に出向いた際には極力窓口に出向きましていろんな状況

をお聞きしたりとか，私の方から竹原市のＰＲ宣伝をしているところでもあります。

そうした竹原市を紹介してくれる様々な応援者というものをこれからもたくさんつくっ

ていく必要があるという意味では，議員を含め多くの市民の皆様にそういう一役を担って

いただきたいという思いでございます。

その上で，行政として，ではどこまでできるのか，何をやるのかという部分につきまし

ては，いわゆる竹原においでいただける方，大きく言えば転入者の区分でいうと様々な形

態がございます。その中でＩターン，Ｊターンに関しては，特に竹原を選んでいただき，

居を構えということの大きな目的といいますか，そういうふうに選んでいただいて来てい

ただける方に関する支援をどこまでするかということに関しては，先ほど来，部長が答弁

を申し上げておりますように，様々な研究の必要があるということだと思いますし，１つ

は事業者，店舗開設者等については既にもう制度を立ち上げて，一定の効果があらわれて

いるというふうに思っております。

その中で，例えば昨今で言えばお試しオフィスであるとか，シェアハウスであるとか，

行く行くは民宿であるとか，そんなことも視野に入れ，そういうものを，では行政が１０
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０％開設するのかということになると，これはやはり民間の皆様とともに取り組むべきこ

とだと思いますし，呼び込みを含めて官民協働で行うことができるシステムといいますか

取組がこれからも必要であるというふうに認識しております。

様々な制度をつくる上においてはそういうことも含めて，これからますます人口が減少

していく中で，一人でも大事にしていく，呼び込むということを念頭にこれから先取り組

んでまいりたいというふうに思っておりますので，引き続き御支援，御協力をお願いした

いと思います。

副議長（堀越賢二君） 以上をもって２番今田佳男議員の一般質問を終結いたします。

議事の都合により，午後２時１５分まで休憩します。

午後１時５８分 休憩

午後２時１４分 再開

〔議長交代〕

議長（大川弘雄君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

引き続き一般質問を行います。

質問順位３番，松本進議員の登壇を許します。

１４番（松本 進君） 日本共産党の松本進です。

発言通告に従って一般質問を行います。

第１番目の質問項目は，在宅障害者デイ・サービスセンターの廃止と竹原市財政健全化

について市長にお尋ねします。

昨年１２月１３日の竹原市議会全員協議会で市財政健全化計画の取組状況が報告されま

した。その事務事業の見直しでは，事業の廃止，市立美術館の休止，市立図書館や窓口業

務の民間委託等が提案されました。既存事業の目的がほぼ終了した事業の廃止は当然で

す。しかし，今回提案の事務事業の見直しには市民生活や福祉・文化・社会教育など，住

民福祉の向上に直接関わる重要な内容が多く占められています。

そこで市長に質問します。

自治体の第一義的仕事は，地方自治法第１条の２に定める住民の福祉の増進を図ること

です。この業務に関わる事業は，廃止ではなく原則継続すべきと考えます。地方自治法を

守る責務と市長の認識をお尋ねしたいと思います。

次は，在宅障害者デイ・サービスセンターの廃止の提案は，竹原市在宅障害者デイ・サ

ービスセンターの設置及び管理条例の第１条及び第３条に定める障害者の福祉の増進を図
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るため云々設置するとか，障害者の福祉を増進するため必要な事業と定めておりますけれ

ども，市長は同センター事業の目的や役割が終了したとお考えでしょうか。また，このセ

ンター廃止に伴うコスト削減効果はどのようになりますか，お尋ねします。

次に，２月３日のセンター廃止の保護者説明会では，センターの存続を求める意見が強

く出されました。保護者の願いに市長はどのように応えますか，お聞かせください。

保護者のＡさんは，「廃止はやめてほしい，かつて民間へ行ったけれどもここが本人に

とって一番よい。ここの利用が長く，他への移行は簡単にはいかない。かわってくれと言

われても困る。本人，利用者も戸惑う。先生には感謝している。」

保護者Ｂさんは，「利用者が生きていく上で，知的，身体，精神などいろんな障害を抱

えているところがよい。他の施設の選択肢がない。障害が同じ人を集めるのはおかしい。

いろんなパターンの障害者がいるのがここのよいところだ。」

保護者Ｃさんは，「市の説明は，財政難のことですけれども，ここからセンター廃止は

来ている。民間でできることは民間でというのが平成１２年から竹原市の方針です。社会

福祉協議会の努力で今までやってきた。市として方向性が見えない，財政基盤がないと言

われるけれども，私，保護者は年をとり展望はなくなる。１０年，２０年先のことは言え

ないが令和３年に廃止は困る。頑張ってやってほしい」等々，保護者からは存続を求める

痛切な意見，要望が出されました。

これら保護者の願いに，市財政が厳しいからとセンターの廃止を強行するのでしょう

か。改めてセンターの存続を強く求めますが，市長の認識，対応について伺います。

２番目の質問項目は，竹原市民の水道水源を守る行政姿勢について市長にお尋ねしま

す。

本郷産廃場建設問題に伴う広島県への意見書の提出期限が２０２０年１月２９日でし

た。これまでの住民運動等を踏まえて，竹原市長はどのような内容の意見書を広島県に提

出されましたか。その意見書の提出によって，竹原市の上水道水源を汚染のおそれから守

る担保はどのように確保されていますか。竹原市環境基本条例の理念を踏まえた市長の答

弁を求めておきます。

次に，竹原市北部地域の自治会連合会が２月８日土曜日に荘野地域交流センターで「地

形・地質から見た本郷処分場の問題点」というテーマで学習会が行われ，私もこれに参加

させていただきました。学習会のまとめは，本郷処分場建設で懸念される事項の１つは，

広島県が定めた土石流の特別警戒区域であり工事中の土石流災害が懸念される。しかも，
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その下流には国道２号線があり，災害発生による交通，物流，生活などへの影響が極めて

大きい。２つ目には，３０年以内の発生率８０％とされる南海トラフ巨大地震の際，土砂

崩壊を起こさないという保証は全くない等々８項目の指摘がありました。

そこで市長に質問します。

２０１８年７月の豪雨災害は竹原市，市民にも甚大な被害を被り，いまだ復旧途上で

す。豪雨，地震はいつ発生するかわかりませんが，災害のリスクを最大限に除去すること

は行政の重要な責務であります。広島県への意見書には，本郷産廃場建設と災害リスクの

除去に伴う竹原市の責務をどのように明記されていますか。

次に，広島県における水道広域連携の進め方についての説明が，２月４日の総務文教委

員会に報告されました。説明資料（概要版）によると，広島県は県内水道事業の経営組織

を一元化し，全体の最適を図りながら事業運営ができる統合が望ましいと考えており，ま

ずは賛同する市町と統合に向けた取組を加速するとしており，ロードマップには市町は令

和２年度までに賛同の可否を判断することになっています。

そこで市長にお尋ねします。

竹原市水道事業を広島県用水事業に統合する賛同の可否の判断は２０２０年度までにと

なっていますが，広域連携の具体的な取組では竹原市の２浄水場（成井浄水場等）を休廃

止し，移転整備する浄水場に集約するとあります。竹原市の賛同の可否の意思決定はいつ

どこで行われたのでしょうか。

次に，竹原市水道事業が広島県用水事業に統合，すなわち経営組織が一元化されると現

在賀茂川水系などの市内水源からの取水量の確保と拡充はどのように担保されるのでしょ

うか。人口減少等，水需要の減少に伴い，広島県用水の受水量，２０２０年度の契約基本

水量，１日６，４０２立方メートル，この受水量を縮減，削減はできますか。

さらに賀茂川水系などの地下水を取水する井戸のリニューアル，あるいは新規取水源の

確保，老朽施設の更新，耐震化など，現在の自己水源等を維持管理する経費の確保は自主

的に管理，運営できるのでしょうか。それは，その協議の中でどのように担保されていま

すか，市長の明確な答弁を求めます。

次は，竹原市の賀茂川水系など上水道水源は，地下水という自然環境に恵まれた竹原市

の貴重な資源であり，竹原市民の宝と言うべきものであります。この水源を汚染から守

り，孫子の代まで残すことは竹原市の責務です。この基本姿勢を堅持するためにも，広島

県用水事業への統合は明確に拒否すべきと考えますが，市長はどのような認識をお持ちで
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しょうか，お尋ねして壇上での質問といたします。

議長（大川弘雄君） 順次答弁願います。

市長。

市長（今榮敏彦君） 松本議員の質問にお答えをいたします。

まず，１点目の在宅障害者デイ・サービスセンターの廃止と竹原市財政健全化について

の御質問でございます。

地方自治法における地方公共団体の役割につきましては，住民の福祉の増進を図ること

を基本とし，地域における行政を自らの判断と責任に基づいて総合的に実施するものであ

ると規定されております。この住民の福祉とは，老人福祉，児童福祉，社会保障・社会援

護等を包括するものとして一般に用いられている狭義の福祉を指すものではなく，より広

く住民全体の利益，地域における公共の利益と解されております。地方公共団体は，この

ような意味での住民の福祉を増進するために，地域における行政を自主的かつ総合的に実

施する役割を広く担うことが求められております。

一方で，持続可能な行政運営を行っていくためには，市民ニーズや社会情勢の変化にも

柔軟に対応しつつ，限られた経営資源のもと，施策の優先順位づけを行っていくことが必

要であると考えております。

次に，在宅障害者デイ・サービスセンターにつきましては，昭和５８年に竹原市障害児

（者）父母の会連合会が開設した小規模作業所「賀茂川作業所」を前身とし，昭和６３年

に心身障害者等に創作的活動，機能訓練，教養の向上等の便宜を供与することにより障害

者の福祉の向上を図るため設置いたしました。この間，障害福祉制度は大きく変わり，就

労支援の強化や地域移行の推進を図ることを目指した障害者自立支援法の施行から１３年

が経過した現在，本市においても，在宅の障害のある人が通う民間の事業所はデイ・サー

ビスセンター設置当時の１作業所から１３事業所に増加しております。また，特別支援学

校の卒業生や軽度の障害者については，就労継続支援や就労移行支援などの就労系の事業

所への通所が可能となりました。こうした状況を踏まえ，市が障害者通所事業所を設置運

営する必要性は薄れてきているものと認識しております。

次に，デイ・サービスセンター廃止に伴うコスト削減効果につきましては，利用者がデ

イ・サービスセンターから，より高い基準を満たす事業所による指定障害福祉サービスの

利用に変更した場合も市の負担が生じることから，年間の市費の削減効果は約４００万円

と見込んでおります。
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廃止後においても，民間の質の高い指定障害福祉サービス事業所の利用により，利用者

負担は変わることなく，法に基づく基準に応じた嘱託医や看護師，理学療法士等の専門職

員による障害特性に応じた支援を安定的に受けることができます。加えて，相談支援専門

員が作成するサービス等利用計画に基づき，利用事業所が計画的にサービスを提供し，そ

の後の継続的なモニタリングで関係者間の情報共有もできるようになり，より適切な支援

が可能となります。

今回のこの方針は，単にコスト削減だけでなく，将来にわたってより質の高い障害福祉

サービスを利用者に提供することを目的としたものであるものと考えております。

このセンターの廃止につきましては，現在の利用者が他の事業所においても継続してサ

ービスを利用できるよう対策を講じることを前提としております。そのため，利用者と家

族の意向を伺いながら，地域の中で日常生活または社会生活を営むことができるよう，相

談支援事業所等と連携し，丁寧に対応していくことが必要と考えております。今後も障害

のある方が住みなれた地域で安心して暮らしていけるよう，将来にわたり安定した質の高

いサービス提供体制の確保に努めてまいります。

次に，２点目の竹原市民の水道水源を守る行政姿勢についての御質問でございます。

三原市本郷町に建設計画のある産業廃棄物最終処分場に係る意見書につきましては，廃

棄物の処理及び清掃に関する法律の規定により，「都道府県知事は産業廃棄物処理施設の

設置に関し，関係市町村の長に通知し，生活環境の保全上の見地からの意見を聞かなけれ

ばならない」こととされております。この規定に基づき，広島県から令和元年１２月１０

日付けで意見照会があり，これに対して意見書を令和２年１月２９日付けで提出しており

ます。

その中で，「地元住民との協議の場を確保し，信頼の醸成に努めるよう指導するこ

と」，「自然災害による被害防止対策を徹底させるとともに，発災時に迅速かつ的確な対

応を行う防災体制を構築するよう指導すること」，さらには「関係法令の排出基準が遵守

されるよう，監視及び指導を実施すること」を求めております。

竹原市環境基本条例は，環境問題に関する市民の認識の高まりを受け，環境の保全に関

する施策を総合的かつ計画的に推進するために制定し，環境の保全に関する基本的な理念

や方針を定めたもので，個別具体的規制のための条例ではないと認識しております。

今回の産業廃棄物処理施設の設置に関しては，廃棄物の処理及び清掃に関する法律，い

わゆる廃棄物処理法において，その許可の基準や手続などが定められております。今回の
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施設がその設置基準に適合していると判断されれば，県知事により設置が許可されること

になりますが，今回の意見書に基づく対応が適切になされるよう広島県に求めることによ

り，住民の上水道水源を含めた地域の環境に対する不安の払拭に取り組んでまいります。

次に，本市の責務に関する御質問につきましては，先ほど御説明いたしましたとおり，

今回の意見書は廃棄物処理法に基づき，生活環境の保全上の見地からの意見を述べるもの

であります。この意見書においては，事業者に対する自然災害による被害防止対策の徹底

や，災害発生時に迅速かつ的確な対応を行う防災体制の構築について求めておりますが，

本市の責務を述べるものではないと認識しております。今回提出した意見書を通して，引

き続き広島県に適切に対応していただくことを求めてまいります。

次に，水道事業を取り巻く現状については，人口減少に伴う給水収益の減少，施設の更

新費用の増加，人材不足などの課題は各事業体において共通しております。これらの課題

に対応し，健全な形で事業を持続させていくためには，市町の枠を超えた広域連携により

経営基盤の強化を図ることが見込まれることから，広島県水道広域連携協議会の協議に本

市も参加し，施設・維持管理の最適化，危機管理対策などの検討が行われ，先般，県から

水道広域連携の進め方が示されました。このうち，施設の最適化につきましては，県内の

５つのエリアごとに４０年後の必要水量を見据えた上で，休廃止による集約やダウンサイ

ジングにより施設の再編整備を行うこととされております。本市の２つの浄水場の集約

は，県から提示された最適化の具体的な取組の一つではありますが，この取組は本市が平

成２８年度に策定した水道事業経営戦略における中・長期整備方針として，老朽化施設の

更新及び維持管理費の削減を図るため，既に計画していたものを取り込んだものでありま

す。

次に，事業統合による本市の自己水源と県用水とのバランスについてでありますが，地

下水による自己水源は全体の約８割を賄っている一方で，残りの約２割は大口需要者や高

所地区への供給を行う県用水によるものであり，事業統合による水の運用は現行と大きく

変わることはありません。受水量につきましては，県が３年ごとに実施する水量調査を踏

まえて，本市において，給水人口や水需要の減少を考慮し，水需要予測を立て，必要水量

を県から適正に受水しているところであります。

次に，自己水源等を維持管理するための経費につきましては，先般県が示した考え方に

よると，現行の業務水準などによる水道事業体間での格差を踏まえ，人材や設備そして資

金などの経営資源が流用されることがないよう，会計は事業体ごとに区分経理することと
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なっております。本市の水道事業は，現時点では安定した経営状況にありますが，今後の

社会経済情勢等による影響も想定されるため，引き続き水需要の動向や収支状況を注視し

ながら安定経営に努めてまいりたいと考えております。

なお，事業統合することへの賛同の可否につきましては，先月広島県において示された

水道広域連携の考え方を踏まえ，将来にわたり安全・安心な水を安定的に供給できる水道

事業のあり方を含めて検討を行ってまいります。その中で，他の水道事業体との情報共有

も行いつつ，市議会や水道事業経営審議会での御意見も踏まえ，来年度中には事業統合に

係る方針を決定してまいります。

以上，答弁といたします。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） それでは，第１点目の在宅障害者デイ・サービスセンターから再

質問したいと思います。

先ほど答弁いただきまして，住民の福祉とはという説明と，その次の説明で持続可能な

行政経営を行っていくため云々と，限られた資源のもとで施策の優先順位をつけていく必

要があるということで答弁がありました。

ここで聞きたいのは，私はあえて住民福祉，地方自治法に明記されているのを上げまし

た。それは，民間事業ではどうしても事業の収益，収支が必要ですし，その赤字というこ

とになればその事業そのものが継続できないということは，誰が考えても民間で行われて

いることですよね。ですから，わざわざ地方自治法に書いてあるのは，こういった民間で

できないことをあえて住民福祉の増進を図るのだということが第一義的仕事だというふう

に地方自治法に明記されています。

ですから，そういった立場から，私が特にここで再質問したいのは，在宅障害者デイ・

サービスということで再質問しますけれども，確認しておきたいのは，こういった住民福

祉の説明の中で持続可能な行政経営を行っていくためにはと，その次には限られた経営資

源のもとで施策の優先順位をつけていくのだということで，行政経営という言葉がありま

したよね。ですから，竹原市としては，私が今申し上げたような住民福祉の解釈といいま

すか民間ではできないこと，民間ではそういった収益をどうしても考えなくてはいけな

い，ですからそういった民間ではできないことを竹原市が福祉の必要性を感じて対応する

というように私はあえて申し上げました。

しかし，ここに書いてあるのは，行政経営を行っていく，あるいはそれに基づいて施策
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の支援の順位をつけていくのだということは，市長の考えでは福祉についてもまず第一義

的には事業の採算性，赤字か黒字かを判断する，その判断のもとにその事業の継続なりそ

ういった優先順位をつけていくということで，今回，在宅障害者デイ・サービスは廃止と

いう提案をされている，その方針を示しているわけですけれども，その中の一環として事

業の採算性，事業の収入，支出，そこを第一義的な判断としてこのデイ・サービスセンタ

ーでも判断して対応しているよということなのかをまず最初に確認しておきたいと。

議長（大川弘雄君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） デイ・サービスセンターの話に係る御質問でございますけど

も，これは行政経営とかというようなお話もございましたけども，答弁の中で財政的な効

果といったようなことも言わせてもらっていますけども，それ以外にそれは財政的な効果

だけでなくこういった方針を出していますというふうな答弁をしております。それについ

ては，在宅障害者デイ・サービスセンターは昭和６３年に開設をしておりますけども，そ

の後福祉に関わる制度が大きく変わっております。これは，国の制度として大きく変わっ

ているということで，福祉の向上が図られてきたということでございますけども，そうい

ったことから民間での事業所が１つから１３事業所に増えたということもございまして，

そちらの方で対応できるということがございます。

答弁にもありましたように，民間の事業所の方は専門職等がおりますので，手厚い支援

が安定的に提供ができるといったことがございます。また，相談支援専門員がサービスの

利用計画に基づいて支援をしていくということがございますので，またサービス利用後も

モニタリング等をして，関係者で共有していろんな支援ができるということでございます

ので，やはり利用者にとってより質の高いサービスが将来にわたって安定的に受けられる

ということを基本にこういった方針を出しているというところで，財政効果があるという

ことも一部ございますけども，それがメインではなくて，やはり利用者にとってどういう

形がいいのかということを判断した時に，総合的に今のような形で民間の事業所の方でサ

ービスを受けられる方がよりいいだろうというふうな形で方針を出しております。ただ，

これには，利用者がおられますので，当然利用者の意向もお聞きしながら今後対応してい

くといったことになります。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 今の部長の答弁は，私の質問以外にだらだらだらだら聞いてか
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ら，私が言ったことを，質問したことを答えてください。

私は，住民の福祉とはということを地方自治法を上げて紹介しました。そして，先ほ

ど，福祉に関わる説明の中で答弁というのは，持続可能な行政経営を行っていくのだと，

限られた経営資源の中で，もとで施策の優先順位をつけていくのですよと，こういった方

針のもとでデイ・サービスセンターの廃止を決めたのかということを聞いているわけなん

よ。そうですかそうでないかできちっと答えればいいではないですか。

それで，何でそこをあえて聞くかというと，保護者の説明会で保護者の受けとめ方を私

はＣさんの説明を壇上で言いました。市の説明は財政難からセンター廃止はきているとい

うふうに受けとめているわけなのですよ，保護者の方はね。財政が厳しいからこれは廃止

するのだというふうに受けとめているわけなのですよ。民間ができることは民間でやると

いうのが竹原市の平成１２年からの市の方針なのだということまで説明しているわけです

よ，ちゃんと。だから，私は住民福祉は自治法にはそう書いてある，先ほど紹介したよう

に。しかし，竹原市は，それが書いてあるけれども，在宅デイ・サービスの廃止はその採

算といいますか，事業の採算性から見てプラスかマイナスかを判断して，赤字だから今回

のデイ・サービス事業は廃止するのかどうかを聞いている，保護者はそういうふうに受け

とめている，少なくとも。そうでないならそうでないとそうやってちゃんと言ってくれな

いと困る。

議長（大川弘雄君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） デイ・サービスセンターの件でございますけども，デイ・サー

ビスセンターのあり方についてはやはり財政的なことで決めるとか１つのことで決めると

かということではなくて，利用者もおられます。様々な観点から総合的に判断して今の廃

止の方針を出しておりますけども，一部分には財政的な効果ということもございますけど

も，主な理由としてはやはり利用者が将来にわたって質の高いサービスが受けられるとい

ったことを目的にこういった方針を出しております。利用者については，高齢化も進んで

おります。また，重度化も進んでいるといったような状況でございますので，１０年先，

２０年先に家族の方が支援ができないといったようなこともございますので，現在のこと

も含めまして，将来にわたって安定的なサービスが受けられるといったことで今回このよ

うな方針を出しております。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） ですから，そこはきちっと保護者に説明をしてください。先ほど



- 117 -

言ったように，保護者は廃止する根拠として市は厳しい財政でそうなっているから赤字，

収支の分では，先ほど言った判断されて厳しい財政だから，財政が困難だから廃止するの

ですよというふうに受けとめているのは間違いありません。ですから，今度の説明会で，

きちっとそこはそうではなくて，主な目的は障害者福祉の質の高いサービスを提供するの

だと，そこがメインだというのをきちっと説明すべきですよ，あなたは。

それで，次の質問に移りますけれども，質の高いサービスを提供するということが今部

長からありました。そこで，再質問します。質問というのは，現在市のデイ・サービスを

利用されている，何人，今利用されていますかね。その人数とその利用者の障害の程度で

すよ，重度か軽度かを含めて，障害の程度はどのように把握されていますかと。そして，

質の高いサービスを提供するのだと，民間事業者でと言われました。現在受けておられ

る，市のデイ・サービスを利用されている方が就労系の通所施設に可能なのでしょうかど

うか。さっき言った障害者のどのような程度か，障害の程度の把握にもよりますけども，

まずそこを答えていただきたいのと，もし廃止した場合で今利用されている方が就労系の

事業所に通所可能な人が何人おられますか。そして，通所ができない人はどのように対応

しますかを答えてください。

議長（大川弘雄君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） まず，保護者説明会を２月３日に行いましたけども，これは財

政的なことだけではなくて，やはり先ほど私が申し上げた利用者にとってどういう形がい

いのかといったことを含めて説明をさせていただいております。また，この説明について

は，２月３日が第１回目ということで，今後また個別の協議ですとか全体の協議ですね。

いろんな個人の特性に応じた話し合いを行っていきたいというふうに思っております。

センターの現在の利用者でございますけども，登録が１１名おられます。平均して８名

程度が毎日通っておられるといったような状況でございます。障害の程度でございますけ

ども，これは重複がございますので人数が合いませんけども，障害者手帳の１級が２名，

２級が１名，３級が１名，療育手帳の○Ａが２名，Ａが６名，○Ｂが２名というふうになって

おります。

移行についてでございますけども，これは様々なこれからの協議の内容によると思いま

すけども，相談支援専門員と協議をしながらまた施設と協議をしながら対応していくとい

うことになります。就労系の施設の方に入所ができないという方については，生活介護等

のいろんなサービスがございますので，そういったサービスの方に移っていただくといっ
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たようなことになりますけども，これについてはまた今後個別に協議をさせていただきた

いというふうに思っております。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 再度伺いたいのは，登録者が１１名で８人利用されているという

ことで，あとはその程度の分は○ＢとかＡとかいろいろ専門的に言われましたが，８人の方

が利用されていて，わかりやすく言えば，今，市の方の考えでは，このデイ・サービスを

廃止しても今の民間事業所が１３事業所に増えているとか，そして特別支援学校の卒業生

とか軽度の障害者については就労継続支援や就労移行支援など就労系の事業所への通所が

可能になりましたということを書いていますね。ですから，私があえて伺ったのは，例え

ば廃止した場合ですけれども，８人が利用されている，その人はわかりやすく言えば軽度

の障害者なのか重度の障害者なのか，その方の８人のうち，就労系への事業所へ通所が可

能な人は８人のうち何人いるのかどうか，就労系に通所できない人はどう対応するのかど

うかを再度質問したいと思います。

議長（大川弘雄君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） 移行先の対応でございますけども，先ほど申し上げましたけど

も，障害の程度の軽い方については就労系の事業所の方に移行できるというふうに思いま

すし，重度の方も中にはいらっしゃいますので，そういった方については就労系ではなく

て生活介護の方の施設の方に移っていただくといったような対応を相談支援専門員と協議

をしながらしていきたいというふうに思っております。

議長（大川弘雄君） 松本議員，一問一答でやってもらった方が助かるのですが。

１４番（松本 進君） ですから，今のを聞くと，軽い障害者の方ですね，就労系の人は

今答弁になかったというように思うのですけれども，説明がね。だから，現時点で利用さ

れている８人全体は重度の利用の方で，その方は生活介護へ移るというような理解をして

いいのかどうかを確認しておきたいと。

議長（大川弘雄君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） 移行の関係でございますけども，８人のうち様々な障害の程

度，今，重度の方もいらっしゃいますし軽度の方もいらっしゃいますので，今手元に軽度

の方の人数については資料がございませんので，何人というのはこの場では言えませんけ

ども，軽度の方については就労系のサービスの方に移っていただいて，重度の方について

は生活介護の方のサービスに移っていただくというような形に今後協議をしていこうとい
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うふうに考えております。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 参考に言っておくと，８人のうち重度の方がほとんどですよ，実

際問題ね。ですから，そこは慎重に対応していただきたいと思うのですけれども。

あと，次の質問に移りますけれども，今答弁の中で削減効果を言われました，削減効果

をね。それは，４００万円という削減効果があるというふうに言われました。そこで，２

０１８年度，平成３０年度のデイ・サービスセンターの精算書といいますか，これを見ま

すと，今，社会福祉協議会が事業を営まれておりますけれども，その市が出している委

託，市の方から見たら出しているお金が１，６７０万円，約１，６００万円余りあります

けれども，先ほど４００万円の削減効果と言われたのは主にどこが削減効果があるのかと

いうのを簡単に説明してください。

議長（大川弘雄君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） 先ほどの移行の件なのですけども，いろんな形のサービスに移

行できるというふうに思いますけども，移行できない方は制度上はいらっしゃらないとい

うようなことでございます。ただ，いろんな障害特性がございますので，環境になじみに

くいとかといった，当初は環境になじみにくいとかそういったことはあると思いますけど

も，制度上はほかのサービスに移行できると，他の事業所に移動できるというふうに考え

ております。

それと，経費の関係の４００万円の財政効果でございますけども，これは今の障害者デ

イ・サービスセンターというのはこれは地域生活支援事業というふうなことに分類されま

す。もう一つが，自立支援給付，これは障害者総合支援法による区分でございますけど

も，自立支援給付というのを民間の事業所が主にやられているということで，地域生活支

援事業の地域活動支援センターというのがデイ・サービスセンターになります。この区分

をされていますので，国，県の補助金が自立支援給付に比べて少ないといったことがござ

いますので，そういったことでやはり差が出てくるというふうに考えております。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） それと，今デイ・サービスセンターの設置管理条例を見ると，施

設の使用料は無料となっています。ですから，実際その利用者の方が負担するのは食費分

ですかね，この負担金の収入，給食事業個人負担分ということで，その給食の負担がある

ということだけですけれども，施設の利用料は無料になっていますね。
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それで，例えば廃止して移行した場合ですけれども，市内にもいろんな事業所があっ

て，そこに移行することに制度上はなるということの説明がありました。その場合，保護

者から見たら，利用者から見たらその民間の事業者に移行しても負担は変わらないと，食

費代というのは別ですけどね，そういうふうに理解していいのでしょうか。

議長（大川弘雄君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） 利用者の負担でございますけども，これは市長の答弁でもあり

ましたように，基本的には利用料は変わらないということでございます。ただ，先ほど議

員も言われましたように，給食等の実費ですね，そういったことは施設によって若干違っ

てくるというふうに思っております。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 就労支援Ｂ型とか施設の事業所がいろいろ市内にありますけれど

も，先ほど言った今利用されている人のその障害の程度と区分といいますか，そことの関

係でいろいろ私は厳しい状況があるのかなと思うのですけれども，仮に制度上はそういう

移行ができるということになって，私はあえて今，本人の負担の問題，保護者，利用者の

負担の問題をお尋ねしました。しかし，この利用者の例えばＢ型の分で見ると，食事以外

に利用料が１日幾ら要るとかというようなのが書いてあるわけですね，これは全部ではな

いですけどね。だから，この私が心配したのは，今は竹原市が行っているデイ・サービス

を使えば食事の負担は要るけれども，それ以外の施設の利用料は無料ですよということに

なっています。しかし，この今各いろんなＢ型の就労支援に移行した場合は，食事以外に

１日の利用料が幾らというように書いてあります，いろんな分が加わりますからね。だか

ら，ここは今さっき変わらないと言われるのは，こういった施設に食事以外の利用料が要

るということを書いてあるけれども，ここは保護者の負担をさせないよというような理解

でいいのでしょうか。

議長（大川弘雄君） 福祉部長。

福祉部長（久重雅昭君） 利用料でございますけども，この利用料については原則１割負

担というようなことにはなっております。これは制度上の負担でございます。ただ，低所

得者の場合は軽減があったり，また非課税の場合は無料ということになっておりますの

で，今無料の方はかわっていただいても無料ということになると思います。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 次の質問は，是非市長にお尋ねしたいと思うのですが，民間事業
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者の分はいろいろ障害の区分，知的とか精神とか身体とかいろんな作業所ごとにそういう

いろいろな，今その障害の区分に応じてそういう施設も設置されて，いろんな利用者の方

がおられます。それで，私はやっぱり公的しかできないなというのがつくづく，このさっ

き保護者の声を紹介したのは，この竹原市のデイ・サービスというのはやっぱりいろんな

障害の方がいろいろおられて，その他にはできない，民間ではできないようなサービスを

提供しているよということで，いろんな知的とか身体とかそういった精神とかそういうよ

うないろんな障害を抱えた方がそこにおられて，いろいろ作業訓練，いろんな訓練をされ

るということを存続してほしいということの理由にも保護者の方が言っておられました。

ですから，そこは，民間ではそれぞれ区分ごとの分がありますけれども，竹原市のデイ・

サービスはまとめていろんな多様性を認めたようなサービスを提供しているという面で

は，私は民間にはできないようなサービスを提供しているという面から見ても，是非これ

は存続は必要ではないかなという思いがありますので，その点を市長，最後に答えていた

だきたいと。

議長（大川弘雄君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 民間ではできないサービスという議員の御発言でもありますけれど

も，先ほど来，私も冒頭御答弁申し上げましたし，担当部長の方からもお話もありました

が，やはり制度が長年にわたって発展，変更してきたこの流れの中で，今現状の施設実態

があるということは御答弁申し上げました。その中で，専門職の設置でありますとか各そ

れぞれのサービス提供体制そのものは，やはり現実，今，我々がデイ・サービスセンター

を経営しているその体制よりは充足されているということは一つあろうかと思います。た

だしかしながら，長年にわたってこの施設を利用されてこられた方がどうその民間施設に

移行するかについては，冒頭申し上げましたとおり，丁寧な説明やいろいろな状況の聞き

取り等を踏まえながら，この問題について取り組むべきというふうに認識をしてございま

す。その点，丁寧な対応を今後も心がけ，この問題について取り組んでまいりたいという

ふうに思っております。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） この件は指摘だけにとどめたいのは，先ほど部長答弁ではコスト

削減がメインではないよと，質の高いサービスを提供するのがメインのところですよとい

うことを言われました。ですから，私は，民間にできないことで，保護者の声としては，

多様なこの方々が集まってその多様性を認めるような障害者福祉サービスが提供されてい
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るというのは，民間ではできないようなサービスを竹原市としてやっているという面で

は，財政的な面はいろいろ御苦労もあると思うけれども，是非こういった保護者の声を尊

重する立場で，すぐに切るということではなくて，存続に向けて検討を是非していただき

たいというふうに思います。

それでは，次の水源問題について質問したいと思うのですけれども，先ほど水源問題の

関係で，私は本郷産廃場の広島県に対する意見書のことをお尋ねしました。この意見書は

３項目にわたって出されているということが先ほど紹介がありましたけれども，まず再質

問としては２項目めの自然災害に対する意見が出されております。あと３点目には関係法

令の排出基準の遵守ということが出されていますけれども，まず２点目の土砂災害に関わ

って意見が出されているわけですけれども，たまたま私も壇上で紹介したように地元での

学習会に参加させていただいて，この土地は三原市本郷町ですけれども，この本郷町のと

ころの産廃場建設予定地には，県そのものが指定した土砂災害特別警戒区域が何カ所もあ

ると，区域に何カ所もあると。特に一昨年の我々もこういう豪雨によって土砂災害を経験

しているわけですから，一番いいのはそういった自然災害，こういった特別警戒区域，県

が指定している，ここを開発するということは，県自体も私はおかしいと思うのですけれ

ども。市長が出した意見書の中には災害対策，自然災害による被害防止対策の徹底という

ことが書いてあるのだけれども，そういうことだけでは極めて不十分だし，本来県が指定

した土砂災害の危険区域ですよと，それをわかっているわけですから，この意見書の中に

もそういう危ないところに，土砂災害の危険性があるところにつくっては困りますよとい

う生活環境保全上からの意見は上げてもいいのではないか，なぜそこはあえて上げなかっ

たのかということをお尋ねしておきたい。

議長（大川弘雄君） 市民生活部長。

市民生活部長（宮地憲二君） 今回の意見書が，まず，どういったものかというところを

言わせていただきますと，今回の意見書はいわゆる廃棄物処理法に基づきまして現在建築

の許可についての申請を受けており，それを許可権者である県においてその手続が進めら

れている，そうした中において今回議員も先ほど言われました生活環境保全上の意見を関

係市に対して徴することとなっておりますので，それに対して本市として意見を書かせて

もらいました。

その中では，１点目にはまずは地元住民の皆さんとの協議の場，信頼関係をこれからも

つくってくださいということと，そういうふうに努めてくださいということと，２点目に
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今議員がおっしゃいました自然災害のことでございますが，近年自然災害が大規模化，多

様化し，災害発生時には道路の寸断等による交通への影響等，住民生活への影響が甚大と

なっている，そうしたことから自然災害による被害防止対策を徹底させるとともに，仮に

発災した場合には迅速かつ的確に対応を行うよう，業者に対して防災体制を構築するよう

指導をしてくださいという内容で書かせていただいております。

現在，今議員御指摘の県が指定をいたします災害に対するその土砂災害特別警戒の区域

ということにつきましては，この手続の中では申し上げる内容とはなりませんので，どこ

までもこの手続においての意見書の中では，実際に現場が７月豪雨の時に若干崩落といい

ますか，崩れたような部分が区域内にあったということを聞いておりますので，それも踏

まえまして，その今から埋め立てをしていこうとする土地に対して万全を期してください

という意見を書かせてもらっておりますので，そのように御理解をいただきますようお願

いいたします。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 私の質問は，竹原市がこの産廃に対する許可権限を持っていると

いう立場からでもなく，持っていないということは，県が持っていることは承知していま

す。それで，この生活環境保全上の見地からの意見書ということが先月２９日の締め切り

でした。ですから，固定してこれは許可権限があるものを言いなさいとかそれ以外は書い

たらいけないよとかというのは書いていないわけですね。だから，許可権限は県が持って

いるのは承知しています。

ですから，竹原市として，土地は三原市本郷町だけれども，そこに産廃場ができること

によって１つは自然災害が起こる危険があると，広島県が土砂災害特別警戒区域に指定し

ているよと，そこを開発してもらったら２号線を含めて下流域の竹原市民にも影響が出

る，ここの心配は土砂災害警戒区域になっているわけですからね。なぜその生活環境，許

可権限に関わることを私は言っているわけではないのですよ。生活環境上の見地からの意

見書というのをあえて求めているから，土地は本郷，三原市だけれども，竹原市の市民に

も影響が出る，自然災害の分でも影響が出る，だからここはやっぱり広島県は土砂災害の

指定をしているわけだからそれは困るのではないですかと，おかしいのではないですか

と。ここにつくってもらったらおかしいですよと，そういうぐらいの意見は上げて，県に

あと許可権限があるので，判断するでしょうけども，そこのことは書いてなくて，確かに

つくることを，開発行為を認める前提で，その後の自然災害による被害防止対策を講じて
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くださいよという書き方なのですね。ですから，私が言っているのは，その前の県が指定

している自然災害の土砂危険区域ですよと，そこになぜ広島県はこういった許可をしよう

としているのか，しては困りますよというぐらいは意見をなぜ上げられないのかなという

ことをもう一回確認して。

議長（大川弘雄君） 市民生活部長。

市民生活部長（宮地憲二君） 済みません。私の言い方がちょっと悪かったかもわかりま

せん。今回の議員が御指摘のこの意見書は，産廃処分場をつくっていく上で県知事に対し

て法的手続を進めているその中で，広島県の方から竹原市に対して生活保全上の意見を徴

している，こういう意見書でございます。議員が今御指摘の土砂の崩壊でありますとか危

険区域云々というものは，この今回の竹原市の意見書の中では関係ないと言ったら言い過

ぎかもわかりませんけども，どこまでも廃棄物処理法上で生活保全上の意見，こういった

ものを聞かれておりますので，それに対して市としてはお答えをさせていただいておりま

す。議員が御心配の土砂の災害でありますとかそういったことに関しましては，また別の

セクションでありますとか別の方面から，この竹原市周辺を含めましてその安全の強化を

お願いするようになろうかと思います。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） そこは，生活環境保全上ですから，その許可権限に伴う意見だけ

を求めているわけではありません。

もう一つ，その関連なのですけれども，３点目には関係法令の排出基準を守ってくれ

と，指導監督して実施してくださいよという趣旨のことですよね。

これまで私もここで質問しましたけれども，これまで住民の不安というのは，こういう

産業廃棄物処理法を守って設置したとして，法律を守って設置したとしても，私も言いま

したけれども，安定廃棄物の５品目，その５品目自体，法律では捨ててもいいですよとい

う５品目自体に有害物質が溶出する，溶け出すものが入っているよという不安なのです

ね，１つは。２つは，そういった有害物質が含まれる廃棄物が捨てられた場合，この下の

下流域の水源にも影響が出ますよということも，その水源汚染の問題を心配されていま

す。ですから，そういった具体的な日弁連の分を紹介しましたけれども，法律を守って捨

ててもいいという中にそういう有害物質が溶出する可能性がある。もう一つは，そういっ

た品目を厳格に区分することは不可能だということも，これは今までのいろんな経験から
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書いてあるわけですね。

ですから，この溶出の問題，その捨てたそのものから有害物質が溶け出す，もう一つは

そういった５品目以外に他の有害物質が混入する，まざってしまう，これを厳格に分離す

ることは不可能だと，２つですね。この２つによって，そういうできた場合，下流域の水

源，いろいろ井戸水，飲み水等に悪影響が出るよという住民の不安なのですよ。

ですから，ここに書いてあるような３点目の関係法令の排出基準を守ってくださいよと

いうだけでは，これではやっぱり竹原市としてはこれを守れば先ほど言った２つの住民の

不安というのは解消できるというふうにお考えなのですか。

議長（大川弘雄君） 市民生活部長。

市民生活部長（宮地憲二君） 済みません。今議員御指摘の安定５品目，いわゆる廃プラ

でありますとかごみくず，ガラスくず，コンクリートくず，がれき，こういったものにな

ろうかと思います。これは，現在のところ，変質しないという見解になった上でこの安定

品目として上げており，計画上きちっとこれを埋める限りではそういった議員の御心配に

はつながらない，このような判断が一般的になされている，その上で環境基準というもの

が設けられているというふうに理解をしております。

以上です。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 大切なところは，私が個人的な思いつきを言っているのではなく

て，いろいろ全国に相談を受けた日本弁護士連合会がまとめた中にありました，このこと

はね。

だから，５品目そのものの中に有害物質が溶け出すものが入っているのだと，これが１

つ。２つ目には，５品目以外に有害物質の混入を防ぐ，分離することは不可能だと，いろ

いろな経験から見てね。ですから，この安定型廃棄物というのは，その遮水壁もないです

から，こういったところに捨てられたら，埋め立てられたら大変，市民としては市の上水

道が汚染させるよと，そのおそれがあるよということが繰り返し指摘をされております。

ですから，今の分では，部長の答弁では，５品目のいろいろ酸性雨とか化学的な変化を

起こして有害物質を溶出させると，それはそういうことはあり得ないよという前提で今説

明しているわけですからね。しかし，こういった経験がいろいろ示しているのは，そうで

はないですよということを強く指摘しておきたいと。

それと，そういう問題点があるのと，自然災害のことも言いました。
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それで，次の質問は，竹原市が環境基本条例をつくっています。このことも，以前私も

この場で紹介をいたしました。こういったその環境基本条例をつくった経緯についても，

当時はいろいろ各地域で産業廃棄物の問題が，建設問題が起こって，竹原市議会もですけ

れども市民全体としてもいろいろ運動が起こり，産廃は水源を汚すからやめてほしいと，

産廃場建設はやめてほしいということがいろいろ出てきました。そういった経緯を踏まえ

て，竹原市がこういった環境基本条例をつくりました。そういうところは市長も御存じだ

と思うのですね。

それで，ここの条例の目的というのは，あえてまた紹介させてもらうと，この条例は環

境の保全について基本理念を定めて，市，市民もですけども，市の役割を明らかにすると

ともに，環境保全に関する施策の基本的な事項を定める云々ということがあって，結果的

には現在，将来，市民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とするというこ

とで，この目的ということをきちっと定めています。ですから，これまでの産廃云々の経

験から，竹原市としてはこういう環境保全はこういう目的でやるのですよという市として

の基本理念を定めたものです。これは，私は大切なものだと思うのですね。

しかし，今答弁では，これに基づく個別の規制条例をつくっていないから対応できない

というような趣旨だと思うのですけれども，私が聞いたのはこういった基本理念が竹原市

の地下水という他の例ではないような貴重な水源，いろんなところでやっぱり表流水をい

ろいろ浄化して飲むのでしょうけれども，竹原市の場合はその自然環境，そういった地下

水を取水していると。こういう本当においしい，よそに自慢できるような貴重な水，水

源，これは今までの議会の議論でも市民の反対運動の中でも，孫子の代までこういった水

源は守ってほしいという切なる願いが込められたこの理念がここに示されているという面

では，私が市長にお伺いしたいのは，こういった理念が定められた，こういった理念に基

づいて言えば，先ほど県に対する意見書でも自然災害の問題とか産廃場ができたら水源の

おそれ，水質のおそれ，おそれですよ。つくった後からではなくて，つくる前のおそれに

対してもきちっとした対応は必要ではないかって。市長としてこういうところにつくって

もらったら市民の水源が汚染されるおそれがあるよと，自然災害についても危ないですよ

と，こういうことを市として情報をつかんでいるわけですから，きちっと生活環境保全の

中に位置づけてやるべきだというように私は思うのですね。

それで，もう一個，その市がなぜ出さないのかということで紹介していくと，前にも紹

介しましたが，２８年前にいろいろ議論があって，当時の市長が県に上げています。こう
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いった業者の産廃処分場については撤回してくれという趣旨のことですけれども，そこの

中の一部をちょっと紹介しますと，これは平成４年，１９９２年７月２日付けで当時の市

長が広島県保健所に出した内容の文ですけれども，ちょっと一部を紹介すると，「今日ま

で議会の常任委員会にも協議を申し上げ，あらゆる角度から慎重に検討をいたしました

と。御承知のとおり，竹原市は上水道の水源を賀茂川水系に求め，その地下水を取水して

おります」と。当時これは田万里川上流にはということがいろいろあるのですけれども，

「これらの産業廃棄物処分場の排出水が将来にわたって上水道に影響がない旨の明確な科

学的根拠が乏しい現在，処分場が計画されることについて憂慮いたしますと。業者に対し

て計画の撤回をお願いしておりますけれども，県としてもその指導をしてください」とい

う趣旨を出しているわけですよ。なぜこういうことが，先ほど言ったような自然災害の危

険，日弁連の経験に基づいて水源を汚染するおそれがあるとこれだけはっきりしているの

に，何で２８年前の竹原市長の経験からもこういった意見書が出せないのか，明確に答え

ていただきたいと。

議長（大川弘雄君） 市民生活部長。

市民生活部長（宮地憲二君） 失礼します。この件につきましても，以前に一応御説明は

したと思いますけども，まず今回のこの意見書をもって議員がおっしゃるようなことを訴

える場，今回の意見書の提出についてはそういう場面ではないということを御理解いただ

きたいと思います。今回の意見書につきましては，どこまでも産業廃棄物の処分場を建設

しようとしている業者が，三原の本郷地区において建設をしたいという県に対しましてそ

の廃棄物処理法に基づく申請をされて，その許可についてに関わる事務手続の中で意見書

を出させていただいております。

そうした中で，関係市町である竹原市として言えることの中に，先ほど言いました３つ

の意見を添えさせていただいております。それは，どこまでも議員のおっしゃる環境基本

条例の理念に基づいたものでありますとか，また数年前に水資源に関わって市長として産

廃場に対して意見を言った経緯があるというような御説明もありましたが，また日弁連に

おいて安定型の埋め立てとは言いながら湧出物が出た，そういった事例もあるというよう

な御説明でございますけども，今の計画段階におきましてそういったイレギュラー的なこ

とを事前に，それらをちゃんと守る計画ですという前提でこの手続が進んでおりますの

で，それらに対して意見を言うということは本市としてはできないという立場を御理解い

ただきたいと思います。
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以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 是非市長は一言ぐらい答えてくれないと困るよね。その市の環境

保全条例の理念は，この第３条に４項目書いています。１項目めだけ紹介したいと思うの

だけれども，基本理念というのを書いています。第３条で１つの文は，「１項目は，環境

の保全は健康で恵み豊かな環境が市民の健康で文化的な生活に欠くことのできないもので

あると，これに鑑みて現在及び将来の市民がその環境の恵沢を享受するとともに，人類の

生存基盤である環境が将来にわたって維持されるように適切に行わなければならない」と

いう，これは一つの第３条の１項目。この基本理念を踏まえて，こういった今産廃場がで

きることについて市長の見解を一言やっぱり聞きたい。

議長（大川弘雄君） 副市長。

副市長（田所一三君） お答えいたします。

先ほども部長がお答えしましたように，今回の産業廃棄物の処理の設置につきまして

は，いわゆる産業廃棄物処理法によってその基準や手続が定められております。そして，

今回広島県においてこの手続が行われているところでございますけども，今回先ほど説明

させていただいたとおり，本市においては生活環境保全上の見地から意見書を提出させて

いただきました。具体的には，先ほど申し上げました３点ということでありますけども，

地元住民の方々との協議の場を確保し，信頼の醸成に努めるよう指導すること，また自然

災害による災害防止対策を徹底させるとともに，発災時に迅速かつ的確な対応を行う防災

体制を構築するよう指導すること，さらには関係法令の排出基準が遵守されるよう監視及

び指導をすることを求めております。今後におきましても，こういった今回の意見書に基

づく対応が適切になされるよう，確認しながら広島県に求めるようなことを考えておりま

す。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） この意見書に関わっては，最後の質問にしたいのですけれども，

３つの意見を県に上げられて，いろいろ書いてある，最初のところはやっぱりこの意見書

を上げて，この住民の上水道水源を含めた地域の環境に対する不安の払拭に取り組んでま

いりますという答弁が今明確に壇上でされましたね。だから，３つのことを厳格にやっ

て，住民の環境保全に対する不安の払拭，これが解決できるのでしょうか。そこについて
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ちょっと聞きたい。

議長（大川弘雄君） 市民生活部長。

市民生活部長（宮地憲二君） 今回意見書を出させていただいておりますこの３つのこと

は，先ほど副市長からも申し上げさせていただきましたが，地元の協議の場を確保して，

環境保全協定の締結に向けて取り組む，これとともに協議を通じて水資源の保全等に対す

る市民の皆様の不安を払拭し，信頼の醸成に努めるよう指導してくださいと，こういうふ

うに１点目に書かせていただいております。それで，２点目には，先ほど言いました災害

への対応，発災時の対応を的確に行うよう防災体制を構築するよう指導してください。そ

してまた，３点目には，法令の排出基準，いわゆるこの決められた排出基準を遵守される

よう県といたしましても監視をしっかりしていただき，また業者を指導してください。こ

ういった３点でお願いしておりますので，こちらの意見を県の方におかれましてしっかり

と業者指導あるいは業者の監視といいますか，そういったことを手がけていただけること

で，市民の皆様の持っておられる水道，水源が汚れたらいけない，今までの竹原のきれい

な水が汚れてはいけないといういろんな不安をお持ちのところの部分を，県の方からこう

いった指導をしっかりしていただくことで市民の皆様の不安の払拭につながるもの，この

ように考えておりますので，御理解のほどよろしくお願いいたします。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 住民の上水道に対する環境問題の不安，これは是非最後まで取り

組むように，払拭するように指摘しておきたいと。

それから，水道事業の水源を守るという問題で，今，県用水事業への統合ということの

計画があります。私は，これは大変心配をしています。先ほど壇上でも申し上げたよう

に，竹原市の賀茂川水系を中心として井戸という地下水を取水した水源というのは，余り

多くの自治体ではないのではないかと。それだけ竹原市のこの水というのは，おいしいし

貴重な水源だと。ですから，くどいようでも，孫子の代まで絶対に汚染させてはいけない

ということはこれまでの議会での議論もやってきたし，市民の願いだと私はそこは受けと

めているわけであります。

そこで，広島県への統合というのは，経営を，竹原市の水道事業を今ここで竹原市は独

自で会計を設けてやっています。これは県に統合するということは，私は一番大切なのは

今の竹原市がやっている自主的な権限がどこまで担保できるのかなということを質問しま

したけれども，そこは余り明確な答弁がされていないので大変気になるところでありま
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す。

そこで，県との事業統合によっても水の運用は現行と大きく変わりませんとかという答

弁もありました。竹原市の必要水量を適正に，県用水のことですけれども，これは必要な

水量を適切に県との契約で受水していますとかということを言われました。県用水の関係

でいえば，以前にもこの場で申し上げましたけれども，今の県用水との契約は２０１０年

２月１４日に広島県とのこの協定書を結んで水量を決めています。これを決める時に，水

需要が減っているわけですから，本来は県用水の受水，この契約を減らして竹原市の自己

水源を最大限活用するというのに私は取り組まれるのかなと思ったら，そうではなくて，

県用水の今までの受水量はそのまま確保して，自己水源は取水能力があるのにそれを減ら

して契約を結んでいるわけですね。ですから，今までと変わらない水源の運用というのは

なかなか不安を感じるわけですね。

ですから，統合したとして，竹原市の自ら決める，水道事業に関わって自ら，例えば水

源が新たに必要になったら取水を，水源を確保するところの取組をする事業とか，今ある

井戸のリニューアル，若返りですよね，こういったリニューアルも必要です。いろんな施

設の老朽化，配管等の耐震化等々，統合したとして，こういう自主的な自らが判断する権

限というのはどこまであるのでしょうかね，自己水源を新たに開発する経費を決めるとか

そういったことは。水量についても先ほど心配なことも指摘しました。水需要が減ったら

県の用水を減らして竹原市の水源を守るという立場ならいいのだけど，その逆のことをや

っている。要するに，竹原市の水源を減らして，県用水の水量をそのまま維持している，

これはやっぱりおかしいのではないかなと。竹原市の水源を守ることにはならないのでは

ないかなという，私は大変心配するわけですけども，竹原市が取水する権限とか，これを

竹原市として決めることはできるのですか，こういった統合をしたとして。そこをお尋ね

しておきたい。

議長（大川弘雄君） 公営企業部長。

公営企業部長（平田康宏君） お答えいたします。

まず，事業統合の関係でいろいろ御質問も得ております。冒頭市長御答弁申し上げまし

たが，水道事業を取り巻く現状というのは議員の方も御承知いただいていると思います。

各団体で，これからの人口減少に伴いまして，給水収益の減少とか施設の更新費用の増

加，人材不足などの課題は共通していると思っております。

県用水のお話がございましたが，これも議員御承知と思いますけど，人口減少に伴う関



- 131 -

係ともともとが伸び続ける水需要に対しまして安定した水源が確保できないということか

ら，県の広域水道計画に参画しまして，不足する水源を県用水に求めたということでござ

います。これは，大口の需要者とともに高いところに位置する地域への水圧が必要という

ことから，高いところへの地区への給水にも利用しているということです。

自己水源と県用水のバランスということで御答弁申し上げておりますが，全体の８割は

自己水源で賄っているということ，残りの約２割を県用水ということで，事業統合により

ましても水の運用は現行どおり変わらないということでございます。ただし，受水量につ

きましては，３年ごとに調査もしておりますし，その際に水需要の予測等も立てまして，

必要水量を県から適正に受水しているというところの現状もございますので，今後のこと

につきましても適切にその点は取組を踏まえまして，進めてまいりたいと思っております

ので，よろしくお願いいたします。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） それでは端的に聞きますけども，先ほど県用水の水量と契約のこ

とを言いました。例えば水需要が今，減少傾向になっているのですけども，減少して県用

水を縮小，廃止というのですかね，これは可能なのですか。

議長（大川弘雄君） 公営企業部長。

公営企業部長（平田康宏君） 水需要の動向につきましては，当然今後も注視してまいり

ますし，その点につきまして本市の方で安定的な経営に支障が出るようでありましたら，

その点は踏まえてまいらないといけないと思いますが，現状においてはその水需要の予測

等も立てた中で適正に受水しているというところは御理解いただきたいと思います。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 適正な計画というのがあって，私は先ほどと同じことを繰り返し

て言いませんけども，自己水源がこれだけ豊富にあるのにそれを減らして県用水の水量を

変えていないよということにはやっぱり問題があるということは，繰り返し指摘しておき

ます。

それと，先ほど県用水のその水需要が減った場合のことですけれども，中止できるのか

ということについても契約上のことだからできるというように答えてくれるのかと思った

ら，そこは明確に答えていただけません。

それで，この問題は最後にしますけれども，今県の統合するという広域連携の進め方と
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いう概要版があって，ここにはもう，壇上でも明確に答えてくれていないけれども，例え

ば２つの浄水場を統廃合するということが竹原市独自の中期計画にはあると，それを県の

方に取り組んでもらっただけだというような説明があったのですけれども，まだ統廃合に

意思決定も決まっていないのなら，そういう竹原市独自のそういう事業を，浄水場を統合

するとかということについては，何で県のこういう具体的に，県が広域連携の具体的な進

め方という中に載っているわけですよね。２つの浄水場は統合して，どこかという場所は

書いていないですけど，１つのところにまとめますよと，浄水場をしますよということは

書いてある。何でこういうことが起こるのかなと，意思決定がまだされていないのに何で

こういった事業だけはどんどんどんどん先に進めるのかなということだけをもう一度。計

画にしてもですけれども，そういった私はそれは載せる必要はないと，逆に言うたらもう

統合ありきということを言われても仕方がないような取組をされているということについ

てどういったお考えでしょうか。

議長（大川弘雄君） 公営企業部長。

公営企業部長（平田康宏君） 統合ありきというお言葉がございましたけど，そういった

ことはございません。資料の中で浄水場の統廃合がございまして，これは５つのエリアと

いうことでございまして，本市は太田川エリアに位置しております。それで，各市町も，

こういったことで現在計画しております施設におきましての取組ということで掲げており

ます。こういったことも踏まえまして，現在協議会等で協議をする中で進め方ということ

で資料をまとめておりますので，決して統合ありきではないということは御理解いただき

たいと思います。

答弁の最後にも申し上げておりますけど，他の水道事業体，各市町との情報共有も行い

つつ，議会をはじめとしてうちの方も水道事業経営審議会もございますので，そういった

御意見も踏まえまして来年度中には事業統合に係る方針を決定するということでございま

すので，現在のところでの統合ありきではないかというのは違いますので，その点は御理

解いただきたいと思います。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） 松本議員，もう時間がないのですが。

１４番（松本 進君） １点だけ。

議長（大川弘雄君） 短くお願いします。あと１分です。

１４番松本進議員。
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１４番（松本 進君） 市長にお尋ねしたいのは，地下水の竹原市の特性，地下水は本当

に貴重な資源だと，これを守っていくという決意を聞いておきたいと。

議長（大川弘雄君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 現在の公営企業会計で推進しております水道事業について，広域連

携の話はありつつも，適切にこの水源を守り，運用していくことは必要なことであるとい

うように認識しております。

（１４番松本 進君「終わります」と呼ぶ）

議長（大川弘雄君） 以上をもって１４番松本進議員の一般質問を終結いたします。

以上で本日の日程は終了いたしました。

議事の都合により，２月２７日午前１０時から会議を再開することとし，本日はこれに

て散会いたします。

午後３時４５分 散会


